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序　　　　　文

日本国政府は、エルサルバドル共和国の要請に基づき、「東部地域野菜農家収益性向上プロジェ

クト」を実施することを決定しました。

これを受け独立行政法人国際協力機構は、2013 年 8 月 11 日から 8 月 30 日まで詳細計画策定調

査を実施し、先方政府の意向を聴取するとともに現地調査の結果を踏まえ、協力事業の実施に関

する合意文書を署名・交換しました。

本報告書は、同調査の協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後プロジェクトの実

施にあたり広く活用されることを願うものです。

終わりに、本調査実施にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。

平成 26 年 3 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　熊代　輝義
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事業事前評価表

国際協力機構農村開発部畑作地帯課

国　名：エルサルバドル共和国

案件名：東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト

The Horticultural Farmers’ Profitability Improvement Project in the Eastern Region of the Republic 
of El Salvador

（1）当該国における農業セクター / 東部地域の現状と課題

エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）では、農業は GDP の約 12.7％を占めて

おり 1、労働人口の約 22％がそこに従事する重要な産業である 2。エルサルバドルでは、1979 年以

降、ゲリラ勢力と政府軍との間で内戦が続いたが、1992 年に和平合意したのちには、帰還兵・

帰還難民の経済的自立と農業振興を目的とした農業改革が実施され、土地の細分化が進んだ。

そのため、農民の多くは零細（農地面積 3ha 以下で、自給自足のための農業生産を主として行

う農家層）であり、全農民の約 80％を占めている状況である 3。これら零細農民は、市場・金融

へのアクセスや生産技術を有せず、農村部の貧困層を形成している。

なかでもそのような問題が顕著なのが東部地域（ウスルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、

ラ・ウニオン県）であり、零細農民の割合が高い最貧地域となっている。同地域では、主とし

てトウモロコシ等の基礎穀物のほかに、ピーマンやトマト等の野菜類が生産されており、零細

農民の多くも自給用の野菜を栽培し、一部を販売している。同地域は他地域と比較して農業生

産性が低いことから 4、零細農民の農業生産技術指導による農業生産性向上のための取り組みが

進められている。これら零細農民への農業技術指導については、農業・林業分野の技術研究開

発と普及を担う国立農牧林業技術センター（以下、「CENTA」）が実施しており、近年の同セ

ンターの活動により、有機農法や簡易ハウスを用いた栽培技術が普及しつつある。

その一方で、当該地域の零細農民による市場や技術へのアクセスはいまだに限定的である。

そのため多くの零細農民・農業協同組合は、生産物を大手流通業者以外の仲買人 5 に販売して

おり、大手流通業者への販売を通じたスーパーマーケット等への販路をもっていないのが実態

である。このような状況を改善するためには、零細農民の組織化や市場のニーズに合致した品

質・量の農産物を生産することにより価格交渉力の強化を行うとともに、バリューチェーンに

おける上流から下流（卸売り、小売り等）への販路を構築・強化することが課題となっている。

1
　World Bank, World Development Indicators, 2012

2
　FAO（国連食糧農業機関）， FAOSTAT, 2012

3
　JICA「エルサルバドル国農産品バリューチェーン情報収集・確認調査報告書」、2012 年

4
　同上

5
　 現地では「非正規の仲買人」と呼称される所得税の納税申告を行っていない個人・事業主であり、市場価格よりも安く農産品を

買い取る。

１．案件名

２．事業の背景と必要性
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（2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ

エルサルバドル政府は、農業セクターに関する国家政策として「家族農業計画」（2011 年～

2014 年）を実施している。家族農業計画は 4 つのプログラム（第 1 プログラム「食糧・栄養

の安全保障プログラム」、第 2 プログラム「生産チェーン構築に向けた家族農業プログラム」、

第 3 プログラム「農業イノベーションプログラム」、第 4 プログラム「農商工連携プログラム」）

から構成されている。本プロジェクトは、第 2 プログラム「生産チェーン構築に向けた家族農

業プログラム」の活動内容と整合している。

（3）農業セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績

「経済の活性化と雇用拡大」を重点分野として掲げるわが国の対エルサルバドル国別援助方

針において、農業開発は開発課題「地域開発のための産業基盤整備と生産性向上」に位置づけ

られている。本プロジェクトは、貧困零細農家の割合が他地域よりも高い東部地域 4 県（ウス

ルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン県）を対象として、農業生産性の向上

と農産物の国内販売の促進を通じて零細農家の収益性向上を図ることで協力プログラム「東部

地域開発プログラム」の開発目標達成に貢献するものである。

東部地域開発プログラムでは、技術協力プロジェクト「農業技術開発普及強化計画」（1999
年～ 2004 年）及び「東部地域零細農民支援プロジェクト（PROPA-Oriente、以下、「PROPA」）」（2008
年～ 2012 年）を実施した。PROPA では、東部地域零細農民の野菜栽培に関する技術支援体制

の強化を目標とし、CENTA 普及員に対する指導を通じた有機栽培技術の導入や経営改善手段

の指導体制の強化に取り組んだ。

（4）他の援助機関の対応

エルサルバドル東部地域を対象とした他ドナーによる農業分野の支援で現在実施中のものに

は、国際農業開発基金（以下、「IFAD」）が実施する「東部地域農村開発近代化プロジェクト（以

下、「PRODEMORO」）」（2009 年～ 2015 年）が挙げられる。PRODEMORO は本プロジェクトと

対象地域を同じくし、農業生産技術指導や生産物集荷場設置等の支援を行っている。

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本事業は、エルサルバドル東部 4 県において、対象農家グループが有機栽培や簡易ハウスを

用いた野菜栽培等の有用栽培技術、及び営農記帳等の経営改善手段を取り入れ、市場適応力の

改善を行うことにより、対象農家グループの野菜販売による収益性向上を図り、もって東部地

域の野菜生産農家グループの市場アクセス改善に寄与するものである。

（2）プロジェクトサイト / 対象地域名

東部 4 県（ウスルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン県、人口：約 140 万人）

３．事業概要
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（3）本事業の受益者（ターゲットグループ）

野菜生産農家グループ：約 50 グループ 6（約 1,500 戸）

（4）事業スケジュール（協力期間）

2014 年 5 月～ 2018 年 3 月を予定（計 47 カ月）

（5）総事業費（日本側）

約 4 億 8,000 万円

（6）相手国側実施機関

エルサルバドル農牧省（農業経済局アグリビジネス課、CENTA）

（7）投入（インプット）

1）日本側

・ 専門家：総括 / 農産物流通改善、マーケティング計画策定、業務調整 / アクションプラン

実施支援、有用農業技術及び普及：4 年間で合計 112 人月程度

・本邦研修及び第三国研修（コスタリカ、グアテマラ等）

・機材供与（車両、コンピュータ等）

2）エルサルバドル側

・カウンターパート（C/P）配置（農牧省アグリビジネス課、CENTA 普及員）

・プロジェクト事務所（農牧省に設置）

・現地活動費（プロジェクト事務所・研修施設等の光熱費、通信費等）

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

1）環境に対する影響

①　カテゴリ分類　C
②　カテゴリ分類の根拠

本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」に掲げる「影響を及ぼしやすいセ

クター・特性及び影響を受けやすい地域」に該当せず、環境への望ましくない影響は最小

限であると判断される。

2）ジェンダー・平等推進 / 平和構築・貧困削減

本プロジェクトでは対象農民グループ選定に際して、グループ内における女性及び青年層

の参加人数、比率を選定項目に取り込むことでジェンダー推進を実施する。

6
　 ターゲットグループ数は、農牧省アグリビジネス課のプロジェクト実施能力を考慮して設定した。プロジェクト期間を 3 バッチ

に分割し、初回バッチでは 10 グループ、第 2・3 バッチでは各 20 グループを対象とする。戸数は 1 グループ約 30 戸を想定する。
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（9）関連する援助活動

1）わが国の援助活動

2008 年から 2012 年まで実施された PROPA では、東部地域 CENTA の普及員に対する指導

を通じて、有機栽培技術の導入や経営改善手段の指導体制の強化に取り組んだ。本プロジェ

クトでは、PROPA で導入が進められた有機栽培技術や経営改善手段のさらなる東部地域農

民への定着を図る。

2）他ドナー等の援助活動

IFAD が実施中の PRODEMORO では、本プロジェクトと同じ地域を対象として、ハウス園

芸施設や生産物集荷場等の生産インフラストラクチャー（以下、「インフラ」）整備、農民に

対する組織強化等の支援を実施している。

（1）協力概要

1）上位目標と指標：

【東部地域の野菜生産農家グループの野菜販売による収益性が向上する。】

指標：

a.  スーパーマーケットに対し農産品を販売している東部地域の農家グループが XX％増加

する。

b. 習得した知識や技術を活用している東部地域の農家が XX％増加する。

c. 東部地域の農家グループの野菜販売による生産農業所得率 7 が XX％増加する。

（注）指標のパーセンテージはプロジェクト開始後 3 カ月以内に設定される。

2）プロジェクト目標と指標：

【対象野菜生産農家グループの野菜販売による収益性が向上する。】

指標：

a.  野菜販売による生産農業所得率が XX％増加する。

b.  各野菜生産農家グループにおける野菜生産にかかる費用が XX％減少する。

（注）指標のパーセンテージはプロジェクト開始後 3 カ月以内に設定される。

3）成　果

成果 1： 対象野菜生産農家グループ、スーパーマーケット等の関係強化を通じて対象野菜生

産農家グループの市場適応力が改善される。

成果 2： 市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培技術・経営改善手段が対象野菜生

産農家グループに採用される。

7
　生産農業所得率（％）＝（農業粗収益－物的経費）/ 農業粗収益× 100

４．協力の枠組み
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（1）前提条件

農牧省アグリビジネス課及び CENTA の財政的・人的なリソースが持続的に確保されている。

（2）外部条件

a. 作物の成長期に旱魃等の気象災害が生じない。

b. 国内農産物市場において大幅な価格の下落が生じない。

本事業は、エルサルバドルの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致している。

また計画の適切性が認められることから実施の意義は高い。

（1）過去の類似案件の教訓

PROPA の終了時評価では、以下の教訓を得た。

① 　東部地域は劣化した土壌環境により農業生産性が低い地域であったが、土壌肥沃化に向け

た「自然にやさしい農業」の導入により、圃場の土壌環境を改善するとともに、低コストで

収量の増加を実現した。

② 　農業技術に関する農民向けの情報普及のために、パンフレットや技術ガイドブックといっ

た媒体を導入し、プロジェクトで直接技術指導を受けていない農家に対しても農業技術を伝

達することでプロジェクト活動の効果を高めることに貢献した。

（2）本事業への活用

① 　PROPA で導入された「自然にやさしい農業」8 では、低コストで収量の増加に貢献し、裨益

農民からの評価も高かったことから、本プロジェクトで農業技術を導入する際には、当該農

法を基本として、さらなる技術の普及を図る。

② 　PROPA では、パンフレットや技術ガイドブック、定期情報誌といった媒体を用いて農業

技術の普及を図った。本プロジェクトでは農業技術に加えて市場情報の提供も必要であるこ

とから、従来型の普及媒体のみならず、携帯電話を利用した適時の情報発信体制についても

検討する。

8
　 「自然にやさしい農業」とは、劣化した土壌の肥沃化を実現するために PROPA にて導入された農業技術であり、具体的には緑肥

作物の植え付け、輪作の実施、土壌の pH 管理、土壌微生物を活用した有機資材（ボカシ肥、液肥等）の作製等が挙げられる。

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）

６．評価結果

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用
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（1）今後の評価に用いる主な指標

４．（1）のとおりである。

（2）今後の評価計画

事業開始 3 カ月以内　ベースライン調査

事業終了 3 年後      事後評価

８．今後の評価計画
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第１章　調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

エルサルバドル共和国（以下、「エルサルバドル」）では、GDP の約 12.7％を農業が占めており、

労働人口の約 22％が農業セクターに従事している。1992 年の和平実現後に帰還兵・帰還難民の

経済的自立と農業振興を目的に約 30 万 ha の土地を譲渡する農業改革を実施し、土地の細分化が

進んだ結果、耕地面積 2ha 以下の零細農民が全農民の約 80％を占めている。これら零細農民は

市場、金融へのアクセスや十分な生産技術を有していないことから、農村部の貧困層を形成する

に至っている。

特に内戦で深刻な被害を受けた東部地域（ウスルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、ラ・

ウニオン県）は、サンサルバドル首都圏及び西部地域と比較して安定収入を確保できる産業が発

展しておらず、自給自足を主体とした農民が多い最貧地域となっている。

エルサルバドル政府は、農業分野の新政策として「家族農業計画（Plan de Agricultura Familiar：
PAF）」を 2011 年より実施している。PAF は 4 つのプログラム（第 1 プログラム「食糧・栄養の

安全保障プログラム（Programa de Abastecimiento Nacional para la Seguridad Alimentaria y Nutricional：
PAN）」、第 2 プログラム「生産チェーン構築に向けた家族農業プログラム（Programa de 
Agricultura Familiar para el Encadenamiento Productivo：PAP）」、第 3 プログラム「農業イノベーショ

ンプログラム（Programa para la Innovacion Agropecuaria：PIA）」、第 4 プログラム「農商工連携プ

ログラム（Programa de Enlace con la Industria y el Comercio：PEIC）」）から構成されている。このう

ち PAN では、農家の生産力強化によって自給自足農家から商業ベースで利益を上げられる農家

への移行促進を支援しており、PAP では、商業ベースで利益を上げられる農家を支援対象として、

市場アクセス改善、生産性向上、経営能力向上、民間投資振興等の支援を行っている。

国際協力機構（JICA）は、2008 年から 2012 年まで技術協力プロジェクト「東部地域零細農

民支援プロジェクト（Proyecto para el Apoyo a Pequeños Agricultores en la Zona Oriental：PROPA-
Oriente）」（以下、「PROPA」）を実施し、東部地域零細農民の野菜栽培への支援体制が強化さ

れることを目標とし、国立農牧林業技術センター（Centro Nacional de Tecnología Agropecuaria y 
Forestal：CENTA）等に対する指導を通じた有機栽培技術の導入や経営改善手段の指導体制の強

化に取り組んだ。同プロジェクトの終了時評価では、対象農民の 100％が生産コスト低減、96％
が栽培作物販売量増加、対象農家の平均純利益はプロジェクト開始前と比較して約 58％増加す

るなど、対象地域の農家の収入は増加傾向にあることが確認された。

PROPA では主としてバリューチェーンにおける上流（生産者側）を対象とし、零細農民の収

入向上を達成した一方で、零細農民による市場、技術及び金融情報へのアクセスはいまだに限定

的であり、また、東部地域零細農民の大手流通業者や市場との結びつきはほとんど確立されてい

ない。そのため PROPA で支援された多くの零細農民・農業協同組合は、生産物を非正規の仲買

人（所得税の納税申告を行っていない個人・事業主で、市場価格よりも安く農産品を買い取る）

に販売しており、正規の流通業者への販売を通じたスーパーマーケット等への販路をもっていな

いのが実態である。このような状況を改善するためには、零細農民の組織化により価格交渉力の

強化を行うとともに、バリューチェーンにおける上流から下流（卸売り、小売り等）への販路を

構築・強化する必要がある。

このような現状を踏まえ、エルサルバドル政府は、当該分野の経験を有するわが国に対し、農
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牧省をカウンターパート（C/P）機関とし、生産技術普及体制のさらなる強化と市場アクセスの

改善のための支援能力強化を目的とした技術協力を要請した。

今回の詳細計画策定調査では、エルサルバドルの政策や他ドナーによる支援活動等を踏まえて

当該分野に対する技術普及等の課題を洗い出し、わが国支援の検討に必要な情報の収集や事前評

価を行うとともに、事業内容についてエルサルバドル政府との合意を行うことを目的とした。

１－２　調査団の構成

担　当 氏　名 所　属

団長 / 総括 加藤　憲一 JICA 農村開発部 農村開発第一グループ畑作地帯課 課長

農産物流通 /

農民組織
望月　貴子 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティング

評価分析 望月　昭宏 株式会社アイコンズ

協力企画 久保　優 JICA 農村開発部 農村開発第一グループ畑作地帯課

１－３　調査期間

現地調査は 2013 年 8 月 11 日から 2013 年 8 月 30 日で実施した。調査日程の概要は付属資料１

を参照のこと。

１－４　面談者

本詳細計画策定調査では、主に農牧省関係者、ドナー関係者、対象地域農家、スーパーマーケッ

ト関係者に対して聞き取り調査を行った。関係機関における主要面談者は付属資料２に掲載し

た。
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第２章　協力分野の現状と課題

２－１　プロジェクト実施の背景

２－１－１　エルサルバドル東部地域の概観

エルサルバドルは主に西部、中部、準中部、東部地域に区分され、本プロジェクトの対象地

域である東部地域は、国土を南北に流下するレンパ川以東に位置するウスルタン県、サン・ミ

ゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン県で構成され、総人口の約 2 割に相当する 140 万人が居住

している。

東部地域は、エルサルバドル国内でも内戦による被害が最も大きかった地域であり、長く開

発から取り残されてきた。首都圏を含む西部及び中部地域に比べると、東部地域は安定的な収

入を確保できる産業が発達しておらず、自給自足を主体とした農業従事者の多い地域となって

いる。これら農業従事者は、農産物販売による現金収入が少ないため、世帯収入に占める海外

送金への依存度も高い（全国の送金受給世帯は約 25％であるのに対し、東部地域は 38％）。海

外送金に対する依存度が高いため、外部経済環境に対する脆弱性が高くなっている。そのため、

東部地域の社会経済の安定のためには、現金収入及び雇用をもたらす地域経済活動の活性化が

重要な課題となっている。

２－１－２　相手国政策上の位置づけ

エルサルバドル政府は、農業分野の新政策として「家族農業計画（PAF）」を 2011 年より実

施している。PAF は 4 つのプログラム〔第 1 プログラム「食糧・栄養の安全保障プログラム

（PAN）」、第 2 プログラム「生産チェーン構築に向けた家族農業プログラム（PAP）」、第 3 プ

ログラム「農業イノベーションプログラム（PIA）」、第 4 プログラム「農商工連携プログラム

（PEIC）」〕から構成されている。このうち第 2 プログラムは、既に農業生産により何らかの収

入を得ている約 7 万世帯を対象に、農業技術指導による競争力向上を目的とした活動であるが、

本事業が目的とするバリューチェーン開発支援と目的が合致し、かつ JICA の協力による先行

プロジェクトである PROPA の成果を引き継ぐ位置づけにある。

２－１－３　わが国援助政策との関連

わが国の対エルサルバドル支援方針において「経済の活性化と雇用拡大」が重点分野として

掲げられている。地場産業振興や農業製品の国内販売の促進に向けた支援を行い、地場産業の

確立並びに雇用の創出を図ることを目標とする本事業は、その達成に貢献する支援としての位

置づけがなされている。

また、対エルサルバドル事業展開計画において東部地域の開発プログラムは、援助重点分野

の一つとなっており、なかでも本プロジェクトは零細企業の生産性向上による経済活性化と雇

用拡大を開発課題としている。

２－２　エルサルバドルにおける農民組織化、流通改善の現状

２－２－１　組織の形態と特徴

農牧省の下、農民に係る組織は登記手続きを行っていないインフォーマル・グループまたは

農業協同組合の前身（プレ・コーペラティブ）、もしくは、登記手続きを必要とする農業協同
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組合（Asociación Cooperativa）または農畜産業生産者組織（Asociación Agropecuaria）に分類され

る（表１）。協同組合は設立にあたり資本金が必要であり、参加メンバーによる出資を要する

が、とりわけ零細農民においてはこの条件が参加を躊躇する要素となり得る。他方、生産者組

織は、設立資金の設定が低いものの、協同組合と比較して 10 名以上多い会員数が求められて

いる。そもそも組織化が難航する社会環境において、最低会員数が確保できずに正式な組織の

形成が不可能なケースもでている
9
。調査団による聞き取りの結果、現在東部地域において設立

されている農畜産業生産者組合及び農業協同組合の設立状況は表２のとおりである。

表１　農牧省規定による農業協同組合及び農畜産業生産者組織の設立条件

農業協同組合（Cooperativa）制令 63 号 農畜産業生産者組織（Asociación）制令 124 号

・最低会員数：15 名

・会員の年齢：16 歳以上

・ エルサルバドル国籍または中米国の国籍

を有している

・同様の他の組織に所属していないこと

・3 日間の研修を受講すること

・ 初期承認された社会資本の 20％を支払う

こと

・政府の発行文書に公表（Diario Oficial）

・最低会員数：25 名

・会員の年齢：18 歳以上

・ エルサルバドル国籍または中米国国籍を有

している

・3 日間の研修を受講すること

・公的に登記すること

・ 設立資本である 285.71 ドル（2009 年）を支

払うこと

・政府の発行文書に公表（Diario Oficial）
出典：農牧省資料

表２　東部 4 県の青果生産組織数と分類

県 CENTA 支部
野菜類 果実類 Grupo de

interés
ADESCO

Cooperativa Asociación Cooperativa Asociación

Usulután

Jiquilisco 4 2 － 1 － －

Usulután 2 1 1 － － －

Santa Elena 1 2 － － － －

La Unión
La Cañada － 4 － － － －

Nueva Esparta － － － － 6 ～ 8 －

Morazán
S.F. Gotera － 1 － － 9 28

Oscicala － 0 － － 8 24

San Miguel

San Miguel － 3 － 2 － －

Cesori 1 － 1 － 12 －

Chunameca 3 － － － 3 －

出所：各 CENTA 支部の普及員からの聞き取りを基に調査団作成

9
　 組織づくりに懐疑心を抱く原因としては、生産者との複数のヒアリングを通じて、他人との信頼関係構築の難しさが言及された。

その発端には、1980 年から 1992 年まで続いた内戦中に、軍事政府が住民の組織化や結託することを禁じていた背景があるが、

内戦終結後に農地改革を行うとともに、一転して政府主導で農民組織化も進められたが、コミュニティレベルにおいても他人同

士の結束力は弱い傾向にある。
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２－２－２　農民組織化、営農スキル、流通改善に係る他の援助機関による支援状況

本調査では、エルサルバドル農牧省が施行している PAF の第 2 施策である生産チェーン強化

（PAF Cadenas Productivas：PAF-CP）に関連する支援のうち、各ドナーが実施する野菜生産分野

に関連したプロジェクトについて聞き取りを行った。現時点において特に関連性が高いと思わ

れるプロジェクトは、国際農業開発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）

が実施している東部地域農村開発近代化プロジェクト（Proyecto de Desarrollo y Modernización 
Rural para la Región Oriental：PRODEMORO）である。当該プロジェクトは JICA の支援により

2008 年から 2012 年まで実施された PROPA において育成した CENTA 普及員、リーダー農家、

フィールドスクールモデルといった技術移転の基盤を継続的に活用し、農民に対して組織強化、

生産チェーンの構築、ハウス園芸施設等の生産インフラストラクチャー（以下、「インフラ」）

整備分野への支援を実施している。よって、JICA の支援による新規プロジェクトにおいては、

これらドナーによるプロジェクトとの情報交換を行うことが有効であると考えられる。なお、

同プロジェクトは、2013 年 9 月から 5 年間の実施が予定されている農村地域競争力向上プロ

グラム（Programa de Competitividad Territorial Rural：AMANECER RURAL）という後継プログラ

ムに統合されることになっている。

また、国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations：FAO）が東部

2 県（モラサン県、ラ・ウニオン県）にて PAF の第 1 プログラム「食糧・栄養の安全保障プロ

グラム」を実施中（2006 年～ 2014 年）である。東部 4 県を対象とした農業関連案件では、本

プロジェクトの実施を予定している JICA が唯一の協力機関である。過去における実施案件で

は米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）が 2009 年まで東

部 4 県も対象地区に含めた農業分野の支援を実施していたが、東部地域に特化したものではな

かったことに加え、事業終了後のモニタリング、事後評価が実施されておらず、現状を把握す

るのは困難であった。

以下に、各援助機関によるプロジェクトの概要を示す。

（1）国際農業開発基金（IFAD）

IFAD は農牧省農村開発局に対する資金貸与により、①東部地域農村開発近代化プロジェ

クト（PRODEMORO）及び、②農村地域競争力向上プログラム（AMANCER RURAL）の二つ

のプロジェクトを施行中である。以下に、それぞれのプロジェクトの概要を説明する。

①　東部地域農村開発近代化プロジェクト（PRODEMORO）

【プロジェクト概要】

支援対象地域：東部 4 県（貧困率の高い 33 市を優先）、6,600 世帯

施行期間：2009 年～ 2015 年
10

プロジェクト総額：22 億 2,000 万ドル

プロジェクト目標： 零細農民及びサトウキビやコーヒーの収穫時季節労働者の所得増

加と生計向上支援。

10
　 プロジェクト活動の実質開始は 2010 年であった。また、2017 年までの実施予定であったが、予算の都合上 2014 年から 2015 年

にかけて終了する見込みであるとのこと。
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コンポーネント： ①人的資源開発と組織化、②生産と商業化イニシアティブ支援のた

めの融資（主として生産インフラの強化）（年間 60 プロジェクトほ

ど）、③自然資源管理能力開発（サン・ミゲル市の水供給源周辺 13
市を支援対象地域）

同プロジェクトでは、実施の初期段階で具体的な支援対象を発掘するにあたり、

CENTA普及員から PROPAの裨益者や裨益組織を紹介されている。裨益対象である農家・

農家グループは、PROPA への参加を通じて、ある程度の組織化の土台が固められ、基

礎的生産技術を習得しているため、PRODEMORO の支援を有効に活用できる条件が整っ

ているとの見解である。PRODEMORO は、このようなグループを含めて現在まで 40 の

野菜・果実の生産販売グループを支援している。

プロジェクトの第 2 コンポーネントであるビジネスプランへの無償融資については、

法人格を有する生産者組織で、組合所有の土地（もしくは組合が 20 年以上の土地利用

権を有する旨の文書が存在し、当該文書が公証人による認証がなされていること）をも

ち、組織役員の 30％を女性が占めていることが応募条件である。応募条件を満たす体

制を整えるにあたって必要とあれば、組織強化に「プレ・インベストメント」が投資

され、これにより体制が整い次第、生産能力強化のための事業計画作成の支援に移行

する
11
。作成された事業計画に対しても新たに審査を行い、この審査を通過した事業計

画に対しては、実施費用の 80％が無償で供与され、残り 20％を受益者が現金、労働力、

資材などで補う。事業強化の融資は、組合員個人ではなく組織全体が利用する資産への

投資（例えば、ハウス栽培設備や簡易加工所の設置など）が優先される。無償融資額の

上限は 4 万ドルであり、それを超える案件に対しては農業融資銀行（Banco de Fomento 
Agropecuario）の融資制度を紹介している。これまでの支援の一例として、PROPA に参

加したヒキリスコのアコパカネス農業協同組合（Asociación Cooperativa para Producción 
Agropecuaria, Producción Limpia de Agroalimentos Nacionales Buenos R.L.：ACOPACANES）
が約 7 万ドルを投じて集荷・サービスセンター（Centro de Acopio y Servicio：CAS）を建

設し、農牧省から正式稼働認可を受け、スーペル・セレクトスへの出荷に成功している

ケースが挙げられた。プロジェクト関係者は、支援組織がめざすべき取引先として、買い

取り価格が勝るという理由から、スーパーマーケットが好ましいとの見解を示している。

②　農村地域競争力向上プログラム（AMANECER RURAL）
【プログラム概要】

支援対象地域：全国（初期は国内西部を中心に活動、のちに全国展開する予定）

支援対象者： 農業協同組合、生産者組合、コミュニティ開発組織（Asociación de 
Desarrollo Comunal：ADESCO）

12
など法人格組織に属し、生産活動に従事

している 4 万世帯。農産品バリューチェーン関連の支援目標は 1 万 4,000
世帯としている。

11
　 事業計画の作成は、PRODEMORO スタッフではなく、経済省の国家小零細企業委員会（Comisión Nacional de la Micro y Pequeña 

Empresa：CONAMYPE）の外郭団体である中小企業開発支援専門センター（CEDEMYPE）ほか外部コンサルタントが担当する。
12

　ADESCO は主に社会開発支援のチャンネルとしての役目があるが、野菜生産など経済活動支援を行っているケースもある。
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実施期間：2013 年～ 2018 年（5 カ年）

プログラム目標： 生産の増量、多様化、付加価値強化支援を進め、生産者にとってよ

り魅力的な市場への販路開拓支援を通じた小農家族の所得向上と雇

用機会の増長及び食料安全確保。

コンポーネント： ①企業体（農産品・非農産品生産者組織）の競争力と市場へのアク

セス強化、②人間開発、地域開発計画の作成実施能力強化、組織化

の推進（特に若者の参加とジェンダーの視点を踏まえた開発）

AMANECER RURALでは、プロジェクト開始前から関連業界及び企業などに働きかけ、

協定を結ぶことで市場を確保する施策が練られている。販売先のターゲットはスーパー

マーケットに限定せず、農産品加工産業、レストラン、輸出業者と幅広い業者を含んで

いる。支援対象の野菜・果実品目のうち、トマト、タマネギ、バナナ、イチゴに関して

は輸入代替レベルまで成長させることを目標にしている。

コンポーネント①では、市場志向型農業への転換を支援するための無償資金スキー

ム、農業生産工程管理（Good Agricultural Practice：GAP）や製造・品質管理（Good 
Manufacturing Practice：GMP）の施行導入と認定の推進、及び必要に応じた農村金融サー

ビス利用支援を行う。無償資金供与については、既に述べた PRODEMORO とほぼ同様

のスキームを設定しているほか、事業計画書の審査において新たに環境面への配慮が重

要な評価項目として追加された。また、AMANECER RURAL では、PRODEMORO の上

限枠を超えた融資が可能なため、支援対象には規模が大きく発展の度合いがより進んで

いる組織が想定されているが、両プロジェクト間では支援対象のデマケーションを一切

行っておらず、特に AMANECER RURAL の支援が全国展開のフェーズに入った折には、

東部地域における活動が PRODEMORO と重複することも可能である。

（2）国連食糧農業機関（FAO）
13

FAO は市場志向型農業の分野において、イタリア政府財源の「農産品チェーン強化プロ

ジェクト（Proyecto de Fortalecimiento de Agrocadenas seleccionadas con un enfoque empresarial）」
を通じて国内西部地域の市町村と協働し、中小規模の生産者を支援している

14
。このプロ

ジェクトは、CENTA のフィールドスクールを基盤として活用し、①生産及び加工の強化

支援〔対象品目：ホコテ（ウルシ科の果物）、ロロコ（食用花のつぼみ）、エロテ（スイー

トコーン）、バナナ〕、②輸出・加工業者を中心とした販売チャンネルの開拓、③経営能力

強化、④生産者の組織化を支援することで、生産者の売り上げ増加と所得向上をめざして

いる。さらに、売り上げと所得増加に伴い農地の拡張や集荷センターの建設・整備が進め

られ、適切な収穫後管理が行われるようになることで、商品をまとめて好条件で販売でき

るようになるといった、持続的な事業成長につながるインパクトが期待されている。

支援の対象となる農産品の選定にあたっては、テリトリアル・アプローチに基づいてプ

ロジェクトの利害関係者と協議を進め、①価格、②市場、③商品、④技術、⑤企業経営、

13
　 エルサルバドルにおける FAO の最大の支援は、PAF の第 1 施策に資する食糧安全戦略プログラム (Programa Estraetgico de la 

Seguridad Alimentaria: PESA) である。また、PAF 第 3 施策に関しては、ブラジル政府の協力の下で小農を支援する技術革新強化

に取り組んでいる。
14

　アウアチャパン県においては、JICA の一村一品プロジェクトとも協働しているとのこと。
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⑥商業的イノベーションの観点から競争力をもつと思われる地元の資源を発掘し、資源ご

とに六つの観点から優位性を査定・整理している。市場に関しては、上記した輸出・加工

向け以外にも、アクセスの良い地域内におけるビジネスの機会についても検討した結果、

病院や学校を含めた地元販売チャンネルの開拓に力を入れている。

（3）米州農業協力機関（Instituto Interamericano de Cooperación para la Agricultura：IICA）

IICA は農牧省から PAF-CP の施行を委任され、2013 年 8 月まで CENTA 普及員や現場指

導員の養成及び、農民に対する普及・能力強化支援の活動のモニタリングシステムの構築

を担った。

現在は、USAID が準備中の FOMILENIO2 の企画準備調査に協力している。FOMILENIO2
は、エルサルバドル南部沿岸地帯を対象地域として、主に在北米の中南米系市場向け商品

の生産・加工・輸出を支援する。支援対象には①カカオ、②はちみつ、③マンゴー、④ラ

イム、⑤乳製品の検討が進められてきたが、最終的には予算の都合上 2 品目まで絞られる

予定である。関係者の話では、カカオとはちみつが、生産規模（カカオ）と対象地におけ

る生産の適合性（養蜂は沿岸よりも森林・山岳地帯が適地である）の観点から、選出され

ない見通しである。

（4）米国国際開発庁（USAID）

PAF-CP に資するプロジェクトは現在実施していない
15
。本プロジェクトと関連性が高い

と考えられる「農産物栽培技術販売能力向上プロジェクト」は 2009 年に終了している。

その後、同プロジェクトのモニタリングや事後評価は行われていないが、USAID 関係者は、

プロジェクトの教訓として、販路開拓におけるドナー支援プロジェクトの役割は、販売先

の選択肢を農民に提示するにとどまるべきで、最終的にどこに販売するかは農民自身が決

めるべきである、という点に言及した。

USAID は具体的な案件名や内容への言及は避けたものの、新規プロジェクト

（FOMILENIO2）を企画中であり、順調に進めば、2014 年から 5 年間の予定で立ち上げを

進める予定である。

野菜・果実以外の対象産品ではあるが、支援の方向性が類似している現行プロジェク

トとして「水産品流通プロジェクト（Programa Regional de Manejo de Recursos Acuáticos y 
Alternativas Economicas：MAREA）」を実施中である（プロジェクト期間は 2011 年 12 月か

ら 2014 年 9 月まで、2 年 10 カ月間）
16
。同プロジェクトは、スーパーマーケットへの販売

を念頭に置き、漁獲から、衛生管理、包装までバリューチェーンを網羅した支援に取り組

んでいる
17
。漁業関係者のスーパーマーケットへの売り込みにおける課題として、①スー

15
　 終了済みの関連プロジェクトとして、①農業多様化プログラム（中小規模農家 / アグリビジネス企業体による非伝統作物の栽培、

加工・輸出支援、農牧省の検疫分野の能力強化）、② El Salvador Produce（CAS の建設や冷蔵機能装備の輸送車の供与、スーペル・

セレクトスの店舗での販売促進支援、③ Fintrac-IDEA（ホンジュラスやグアテマラにおける農民のスーパーマーケットへの販路

開拓支援）が挙げられる。
16

　 当該プロジェクトは、メキシコ・中米ウォルマート社、USAID、クコ海岸零細漁業組合（ASPESCU）の 3 者間で「魚類商品の

持続的生産と商業化のグッドプラクティス強化のための協定」を結び、それに基づいて共同出資の下、施行されている。
17

　 スーペル・セレクトスは既に買い入れを実施しているが、ウォルマートは技術指導には参加しているが、品質基準を満たしてい

ないことを理由に買い入れは行っていない。

－ 8 －



パー側が漁獲の季節性について配慮が欠けているため需要供給に沿った売買取引が成立さ

れることが難しいこと、②漁業者の組織化が難しいことが挙げられている。

（5） 欧州連合（EU）/ モラサン県地域経済開発組織（Fundación Agencia de Desarrollo Económico 
Local de Morazán：ADEL MORAZAN）

モラサン県 7 農畜産品小規模生産者の組織・連携・競争力・市場アクセス強化プロ

ジェクト（Fortalecimiento de la Organización, Asociatividad, Competitividad y Acceso al Mercado de 
Pequeños Productores y Productoras de 7 Sub-sectores Agropecuarios del Departamento de Morazán）

【プロジェクト概要】

施行期間：2013 年 3 月～ 2017 年 2 月

プロジェクト資金： 50 万ユーロ（出資：EU 90％、ほか ADEL MORAZAN、EURADA、

プロジェクト受益者）

目標： 参加型テリトリアル・アプローチ手法を使ったバリューチェーン開発戦略の策

定と実施支援

同プロジェクトは、7 つの優先セクター（野菜、養蚕、観光、手工芸品、畜産、エネケ

ン
18
、コーヒー）に係るバリューチェーン開発に資する支援を行う。プロジェクト実施機

関の ADEL MORAZAN の活動は、異業種間をリンクさせること、民間と公的機関の橋渡

しをすること、生産者組織、農業協同組合、個別企業を業種ごとに組織化し、それぞれの

発言力強化を目的としている。ADEL MORAZAN 自体は各団体のマッチングと連携促進の

ための調整が中心となっている。プロジェクト施行から間もない現時点において、JICA
の次のプロジェクトとの接点は低いように思われるが、ADEL MORAZAN が有する各業種

団体に関するデータベースは、プロジェクトのターゲットを選定する際に活用できると思

われる。

２－２－３　 エルサルバドル産農産物の取り扱い・販売量増加を希望するスーパーマーケット

と農民組織との取引状況

聞き取り調査の結果、エルサルバドルにおいては、市場の構造として、大手スーパーマーケッ

トチェーンとの取引を「フォーマル市場」、公営市場を含むその他取引を「インフォーマル市場」

と呼称していることが分かった。本調査では、国内大手スーパーマーケットチェーンのカジェ

ハ・グループ（Grupo Calleja）傘下のスーペル・セレクトス（Super Selectos）とウォルマート・

グループ（Walmart のほか Dispensa Don Juan、Dispensa Familiar の店舗を展開）の取引傾向につ

いて情報収集を行った。

スーパーマーケット関係者及び東部地域の農家への聞き取りの結果、生産者（販売側）とスー

パーマーケット（購買側）の視点からみた両者間の取引に係る主な利害得失は以下のとおりで

あることが分かった（表３、表４）。

18
　サボテンの一種で、葉から繊維を採種して主に縄や袋などの材料として使う。
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表３　スーパーマーケットへの販売に係る生産者の認識

利点 不利な点

・ コンスタントな需要がある

・ インフォーマル市場価格より安定した買

い取り価格を提示してくれる

・ GAP など生産強化に資する研修に参加で

きるチャンスがある

・ スーパーへの販売実績をもつことで、品

質が認められ、さらなる販路拡大のチャン

スにつながる

・ フォーマルな金融サービスへのアクセス

が改善される（スーパーマーケットが支援

するケースもある）

・ 個人及び生産者組織としてプロバイダー

登録の手続きが必須である
19

・ 商品規格が細かく、品質基準の設定が高

い

・ 指定された商品の納入ケースを用意し、自

己負担で輸送しなければならない

・ キャッシュフロー計画・管理が必要（原

則として商品納入から納金まで 15 日ほど

かかるため）

・ 支払いは指定銀行への振り込みのみであ

る（ウォルマート社の場合）

出所：生産者、農牧省・CENTA 職員・関連プロジェクト関係者への聞き取りを基に作成

表４　国内生産者からの調達に係るスーパーマーケット側の認識

利点 不都合な点

・ 輸入品より新鮮で長持ちする青果品の調

達が可能である

・ 適正価格で調達できる

・ 国内生産者へのビジネス機会を提供する

ことで企業の社会的責任（CSR）活動の一

環としてアピールできる

・ 収穫後管理及び輸送時の品質管理が欠如

している

・ 納品時に規格から外れた商品が混在する

・ 調達可能な商品が限られている、また生

産者は同じ商品の生産に偏る傾向がある

出所：スーパーマーケット関係者への聞き取りを基に作成

スーパーマーケット大手 2 社は、ともに国産生鮮品の取扱量を増やしていきたい方針を示し

ており、国内プロバイダーの発掘や育成に力を入れている。その過程においては、有効な技術

指導の提供や情報リソース源として、ローカル非政府組織（NGO）や農牧省 CENTA と提携す

る動きも進んでいる。こうした背景から、国内生産者がフォーマル市場へ参入するチャンスは

広がりつつあるといえるが、適正価格で必要量の安定供給を求めるスーパーマーケットと取引

を成功させるには、生産者側が①法務・財務・税務上の認可を取得し、②安定した市場規格品

質の商品づくりや商品納入のための初期投資を惜しまず、さらに③適正な輸送手段の確保と、

④市場競争に係る知識を向上させることが必須である。

（1）スーペル・セレクトス（国内店舗数 90 店、年間売上総額 7 億 3,000 万ドル）

【購買方針】

スーペル・セレクトスは、商品によってばらつきはあるものの、現時点で国産調達率

65％を達成している（表５、ばらつきの例として、ニンジンは 90％がグアテマラ産、ピー

マンは 50％がグアテマラ産である）。国産品の取り扱いを増やすことで国内生産者の生

19
　スーパーとの取引には経済省管轄下の納税番号（Numero de Identificación Tributaria：NIT）及び IVA の取得が必要。
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計向上に貢献することを目的の一つに掲げている取引機会増加プログラム（Cultivando 
Oportunidades）を通じて、今後も国産品の調達に力を入れていくことを明言している。

同プログラムの取り組みにおいては、調達先（個人登録者か農家グループかは特に問わ

ない
20
）の発掘、育成、農民組織化などの活動で農牧省を主要パートナーとして官民連

携協定を結んでいる
21
。

基本購買方針として、同社の調達部は商品の仕入れは複数のプロバイダーと取引し、

また各プロバイダーの生産量を部分的に買い上げることで、需要に見合った適当な商品

量を確保しつつも、プロバイダーと過度の相互依存関係に陥るリスクをヘッジしてい

る。

また、調達部は新商品の開拓・導入に対して前向きな姿勢を示している。例えば、最

近では西部生産者が生産しているパぺリリョ（Papelillo、葉野菜）を新規商品として店

舗販売している実績がある。

表５　スーペル・セレクトスの主要農産品国産品・輸入品取扱比率

品目 取扱比率（%） 品目 取扱比率（%）

国産品
輸入品

グアテマラ産
国産品

輸入品

グアテマラ産

加熱用トマト 80 20 イチゴ 10 90

タマネギ 10 90 バナナ 0 100

プラタノ 20 80 マンゴー 100 0

ピーマン 50 50 パパイヤ 20 80

キュウリ 30 70 グァバ 100 0

サニーレタス 15 85 ブロッコリ－ 20 80

ライム 100 0 スイートコーン 25 75

インゲンマメ 100 0 ホウレンソウ 100 0

ニンジン 10 90 グイスキル 100 0

ジャガイモ 100 0 キャベツ 20 80
出所：スーペル・セレクトス社からの情報を基に調査団作成

【生産者発掘～契約～売買関係の持続】

購買部の担当者は、積極的に産地に出向いて取引相手となり得る生産者の発掘を行っ

ている。有望なプロバイダー候補には、地方開発支援を通じて生産者のコンタクトを有

している大学や組織・団体による紹介や、スーペル・セレクトスが、年 3 回首都で開催

している同社との取引をめざす生産者向けの説明会への参加者がいる。今後の説明会の

開催にあたっては、Procredito 銀行のサービスを利用している農民を招待する考えも示

している。

20
　個人契約者及び組織契約のそれぞれに最低搬入量が定められているが、今回の調査ではその具体的数量を確認できていない。

21
　 2013 年 8 月時点では協定の有効期限は切れていたが、スーペル・セレクトスは更新する意向を示しており、農牧省もそれを期待

している。
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また、スーペル・セレクトスは、生産者による商品売り込みに対しても、常時、門戸

を開いている。取引を希望する生産者には、本社に出向いて商品サンプルを提示すると

ともに 1 日当たりの生産量の申告を求めている（これに基づいて、セレクトス社は購入

量を決定するため必要とされる情報）。品質基準を満たす場合にはプロバイダー登録へ

の手続きを進める。一方、その場で不合格になった生産者に対しても、ポテンシャルの

ある希望者に対して適宜フォローアップを行う。

担当者は、契約農家を定期的に（週 2 ～ 3 回）訪問し、生産や収穫後管理の状況の確

認を行うとともに生産者との関係強化に努めている。別途、プロバイダー維持の一策と

して、取引実績のあるプロバイダーがローンを必要とする際には、Procredito 銀行の貸

し付けにアクセスできるよう書類面での補助を行っている。さらに、納品は原則的とし

て生産者が中央集荷所である Ransa へ搬入し検品を受けることになっているが、わずか

ではあるものの商品を近隣店舗に直接搬入する取引形態も認められている。東部地域に

は、サン・ミゲル市内に集荷・配送センター Deszasa があり、地域の生産者が Ransa の

代わりにそこへ搬入することも検討に値すると言及された。

【生産者との取引における課題】

最重要課題として、Ransa の中央集荷所（サンサルバドル）へ商品を輸送するにあたっ

ての品質管理の改善が挙げられた。一般的なピックアップトラックによる輸送では、遮

光カバーを利用しないことによる商品の日焼けや、温度管理の欠落により、見た目や鮮

度に悪影響が出る。Ransa では、品質の劣化に起因する納入品の返品やディスカウント

価格での買い取りが避けられない例が頻発している。こうした状況は、スーペル・セレ

クトス側にとって効率的な調達の障害となる一方、プロバイダー側にとっても不利な条

件での取引に応じざるを得ない結果につながっている。この制約は、冷蔵仕様の輸送車

を使うことでおおむね解消できることから、プロバイダーの多くは冷蔵機能を備えた輸

送車の確保を今後の投資リストのトップに入れている。

（2）ウォルマート

【購買方針】

スーペル・セレクトス同様、ウォルマートも、野菜類を含む国産生鮮品が有する利点

を認識しており、国産の取扱量を現在の全体の 40 ～ 43％から 50％まで引き上げたいと

している。関係者によると、国内生産において根本的課題であった周年栽培に改善がみ

られることから今後は供給量がより安定し、新鮮でかつ求めやすい価格の商品を最終消

費者に提供することが可能であると考えている。

ウォルマートでは、仕入れの品質基準を国産も輸入品と同格の基準を適用している
22
。

原則として、プロバイダーがウォルマートを販売先として過度に依存するのを防ぐべ

く、収穫をすべて買い上げることはしない。例えば、一人の生産者が 50 袋分納入でき

る場合には、ウォルマートが買い取るのは 10 袋分ほどにとどめている。

22
　 店頭においても輸入品と国産品は分類されず、同じ棚に並べられる。これは、消費者市場がまだあまり育っておらず、産地によ

る分類のニーズがないためである。同様の理由で、現行の規格水準を上回る良品や、有機栽培の産品に対してもプレミアム価格

がつくことはない。
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買い取り価格に関しては、取引量にかかわらず一律に設定し、また、少量であっても

原則買い取りに応じている。あらかじめ不良品混入による歩留まりを考慮し、買い取り

価格に対して 5％の割引を全プロバイダーに共通して課すことで、色、形、大きさの点

で品質規格外の納入品も一括して購入している。ただし、腐食や虫の混入が見られた場

合には、買い取りを拒否する。なお、競争相手（スーペル・セレクトス）は歩留まりの

補填となる割引率を 17％としているため、ウォルマート社の買い取り価格の方が高く、

プロバイダーにとっては魅力的な販売先であると強調している。買い取り価格及び分量

は毎週木曜日に決定し、プロバイダーに連絡を入れる。

店舗における品揃えの差別化を進めるべく、他のプロバイダーが生産していない、あ

るいは供給が品薄の商品の買い付けに意欲的である。ちなみに、供給が不足傾向にある

商品は、トマト、タマネギ、ニンジン、レタス、キャベツ、ピーマンなど多種品目に及ぶ。

【生産者発掘～契約～売買関係の持続】

仕入れは、ウォルマート社の買い付け代行業者として Hortifruti 社が担当しており、

実質 3 名の担当者が全国の生産者・生産者組織の発掘及び取引に対応している。担当者

は、連携している NGO のリソースや公開情報にアクセスして、どの産品がどこに行け

ば入手できるかを把握している。契約した組織は全国で 80 ～ 10023
にのぼり、国産商品

の安定調達確保のために、これまでのところ取引が少ない東部地域の生産ポテンシャ

ルにも興味を示している。需要の大きいトマトに関しては、生産者組織に対して、経

済社会開発のためのエルサルバドル財団（Fundación Salvadoreña para Desarrollo Economico 
Social：FUSADES）の社会活動強化プログラム（Programa de Fortalecimiento y Acción 
Social：FORTAS）を通じて適切な栽培方法のオリエンテーションを提供している。

以前はフォーマルな組織であればすぐに商品購入が可能であったが、現在は農牧省

による衛生検査に加えて、ウォルマート社共通の GAP 導入を含めた査定が厳しくなり、

プロバイダー認可登録までのプロセスに要する時間が長くなった。

プロバイダーへの支払いは原則 15 日後に銀行振り込みのみで行うため、プロバイダー

は同社指定の銀行（Banco America Central）に口座を開設することが求められる。例外

的にキャッシュフローが厳しい状況にある零細農家に対しては、8 日後に支払う措置を

とるケースもあるが、その場合は担当者が現地を訪問調査し、振込日の前倒しの特例が

適切かどうか判断を行う。農業融資を希望する農家に対しては、融資を申し込む際に必

要となる書類のうち同社への月間販売実績を証明する書類を作成するなどのサポート

を実施している。

２－２－４　スーパーマーケットと取引している農業協同組合の現状

既にスーパーマーケットと取引を行っている生産者・農家グループへの聞き取り調査を、

スーペル・セレクトス社から紹介された生産者を対象として実施した。本調査の視察先では、

スーパーマーケットと取引実績をもつ生産者・組織の間にも、出荷している商品の発展段階（加

工の有無、出荷量、種類）、所有している生産資産（農地面積、加工所、輸送車）、インフラの

23
　プロバイダー認可が下りても実質の搬入を行っていない組織や、季節限定で卸している組織を含めた数。
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整備状況などの点でさまざまなパターンがあることが確認された。一方で、スーパーマーケッ

トの取引を通じて成長している生産者には、プロバイダー認可の取得や規格基準を満たすだけ

の生産能力の習得といった最低基準に加えて、いずれも①市場（スーパーマーケットや消費者）

の需要動向の情報収集や研究に基づいた売れる商品づくり、②生産から出荷までのプロセスに

かかるコスト削減、③販路開拓への意欲といった経営者視点を取り入れた活動に力を入れてい

る傾向が確認された。以下に、本調査において聞き取り調査を実施した個人及び農家グループ

に対する聞き取り結果を示す。

（1）Ernesto Cornejo 氏（ソンソナテ県）

Cornejo 氏は 18 歳から農業ビジネスに取り組み始め、その後 3 年あまりでプロバイダー

として成功を収めた例である。成功要因には、①父親が農民であることから農業着手時

から既に栽培の基礎知識をもっていたこと、②外部団体（FUSADES）による市場志向型

農業支援を活用したこと
24
、③本人の農業経営者・ビジネスマンとしての意識が強いこと、

④ある程度の投資余力や輸送トラックを農業ビジネス開始時に既に所有していたことなど

が挙げられる。

同氏は 3 年前からスーペル・セレクトス及びウォルマートに個人登録プロバイダーとし

て取引している
25
。きっかけは、同氏の農産品が近隣地を視察中のスーペル・セレクトス

の購買担当の目に留まったことにある。販売にあたっては、合計 12 名の地域生産者と共

同出荷しているが、組織化はしておらず今後も現在の協働形態を維持する意向である。個

人主義が深く根付いているエルサルバドルにおいて、形式的に組織を形成できても、生産

者間の信頼関係の基盤をなくして持続させることは難しく、一方で、組織化せずとも生産

投入財の共同購入や、市場動向の把握、商品の共同出荷など、連携する各生産者に利益を

生む商売が成り立つため、組織化する必要を感じていない。

Cornejo 氏は農地面積を、初期の 1 タレア（628.8m2
）から銀行ローンを利用せずに、商

売の利益を元手に徐々に買い足し、現在 80 タレアまで拡張している
26
。その他、4.5t のバ

ンボディトラック 1 台（荷台がアルミ製の箱型のトラック）とピックアップトラック 1 台

を所有しているが、予算内で購入できる冷蔵車も探している。他の協働生産者と共有して

いる資産には、自宅敷地内に設置された集荷・洗浄・選定所、スーパー搬入用のプラスチッ

クケース 500 個
27
などがある。

商品の販売先は全体の 80％がスーパーマーケットで、残り 20％がラ・ティエンドナ（中

央卸市場）と地元ソンソナテ県の中央市場向けとしている
28
。粗利益率はいずれも 40％ほ

どで変わらないが、複数の販売チャンネルをもつことで価格や需要変動などのリスクに対

応できる体制の確保を重要視している。スーパーマーケットへの販売に関しては、土曜日

を除いて毎日コリアンダー、赤カブ、パセリ、イェルバ・ブエナ（ハーブの一種）、トマ

24
　 FUSADES（FORTAS）から 2 年間ほどにわたって生産能力向上の指導を受けた経緯をもつ。FUSADES からは、灌漑資材（四つ）

と、ユカイモのパラフィン加工するための設備機材の無償提供と技術指導が提供されているほか、商品についての知識向上や灌

漑施設の利用管理についての研修が継続して行われている。
25

　ウォルマートの方がプロバイダー登録をするのに時間がかかる（約 1 カ月）という。
26

　1 タレアの購入価格は約 700 ドル。
27

　ウォルマート指定の搬入ケースの価格は 8 ドル / ケース。
28

　ラ・ティエンドナ向けの販売は難しく、売り方に工夫を凝らして業者への売り込みに取り組む必要があったとのこと。
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ト、タマネギ、ユカイモ（表面にパラフィン加工を施したもの）
29
を、取引先 2 社の中央集

荷所へ輸送・搬入している。一回の輸送につき 3 名の人員と、約 60 ドルの燃料費がかかり、

商売において最大の経費項目となっている。販売価格は取引先の調達部が火曜日と木曜日

に設定しており、前回と変動があれば、電話連絡を受けるのが慣例となっている。協働関

係にある他の生産者とは半月に 1 度（15 日ごと）会合を開き、生産量の調節や、価格変

動情報を共有し、いつ・何を・どれぐらい栽培・販売するかの戦略を立てている。こうし

た活動は、生産者間で共通の目的意識を高め、互いの信頼関係の構築と持続に役立ってい

ると思われる。

（2）INSAFOCOOP（ソンソナテ県）

INSAFOCOOP は、2013 年 2 月に登録された、男 23 名、女 1 名の計 24 名のメンバーが

構成する野菜生産者組織である。会員の多くは、従来トウモロコシとフリホル豆の栽培を

する自給自足農民であったが、市が貧困削減に資する取り組みとして野菜栽培を奨励し

たことから、外部からの支援も多く流入した。同組織は ProCaluco（FUSADES 及び IICA）

の支援を受け、農牧省認可済みの正規生産者組織である。しかし、正規市場での売買に必

要な経済省管轄下での登録手続きがまだ完了していないため（書類は提出済み）、スーパー

マーケットへの販売は、2 年前から既に個人プロバイダーとして販売実績を積み重ねてい

る組合の代表者の登録を通じて、組合員の商品を共同出荷している。その他、FUSADES が、

組合共有の集荷所の設計と建設資材の調達と点滴灌漑システムの設置を支援し、台湾の技

術協力が野菜栽培技術、CEDEMYPE が営農知識向上（栽培・生産費用計算など）を支援

した。

組合員は月額 4 ドルの会員費と水道代を支払うほか、経理作業にかかる費用を案分して

いる。生産者は各自の農地で栽培したコリアンダー、カブ、トマトを共有出荷所へ持ち込

み、そこから土曜日以外は毎日 2t トラック（レンタル）で出荷している。一回の輸送に

は 70 ドルの燃費と 3 名の労働を要する。現在、月間総売り上げは 2,000 ドルほどである。

フォーマル市場への販売の粗利益は 50％近く出るのに対し、インフォーマル市場での販

売は利益が出ないため
30
、スーパーマーケットへ卸すビジネスの強化を優先させたいとし

ている
31
。

今後の課題には、生産量の増加が挙げられる。農業協同組合の枠でスーパーマーケット

に出荷する場合は最低納入量（スーペル・セレクトス社の場合は 500 ケース）が設けてあ

るが、現時点ではそれを満たす収穫量を確保していない。今後さらに増産するための設備

投資や、輸送時の品質劣化を防ぐための冷蔵機能付きの 2t トラックの購入を必要として

いる。また、市場情報を定期的、またタイムリーに入手する手段を欠いているため、その

対応策も練る必要がある。

総じて、INSAFOCOOP は、生産者が自発的に共同目的を意識して形成した組織という

29
　 パラフィン加工なしのユカイモの需要は 200 ポンド / 日ほどあり、35 セント / ポンドで取引される。パラフィン加工済みの商品

の需要は 1,200 ポンド / 日で、45 セント / ポンドの価格がつく。1 キンタルのパラフィン原料（150 ドル）で 20 キンタル分のユ

カイモを加工することができる。
30

　組合代表者による情報であるが、具体的な数字は聞き取れなかった。
31

　ただし、個人レベルでインフォーマル市場向けに販売している組合員もいるとのこと。
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より、外部環境の変化や外部団体からの支援に大きく影響されている。このような経緯で

組織化された生産者間の関係が現在どのようにあるかについては、代表者のみとの面談で

あったため把握できなかった。組織化は地域コミュニティにおいてより多くの世帯に所得

向上の機会をもたらすと期待される一方、組織が機能を発揮し、持続的に運営されるには

メンバーのコミットメントが鍵となる。INSAFOCOOP は、事業体としては初期段階にあ

るが、会員同士の栽培活動における連携強化や会合などのために、新たに時間を割く必要

が出てきたことに対する理解が低いようであった。

（3）Productos Frutihorticola 社（ソンソナテ県）

Productos Frutihorticola 社は、もともと零細農業を営んでいた父親をもつ 3 人兄弟が設立

した野菜の生産販売会社である
32
。取扱品はレモン、トマト、キリテ（葉ネギ）、ピーマン、

パぺリリョ（葉野菜）
33
、赤カブ、パセリやコリアンダーなどを混ぜて束ねたハーブセット、

ピピアン、グィスキルと多岐にわたり、スーペル・セレクトスとウォルマートへ週 3 日、

自社トラック（2t サイズ）で出荷している。長男の自宅敷地内には、集荷・選定・洗浄・

梱包の作業所を設置している。スーペル・セレクトスへの納入に関しては、Ransa の中央

集荷倉庫ではなく、西部地域 2 県にある五つの店舗へ直接卸している。商品の品質が本部

の購買担当者より高い評価を受けており、また、商品の特性として鮮度が極めて重要視さ

れるハーブ類を取り扱っていることから、このような取引形態が承認されている。各店舗

では、納入ごとに店長が品質チェックを行う。

3 人兄弟は、もともと地元のインフォーマル市場向けに出荷していたが、その品質がスー

パーマーケット購買担当者に注目され売買の機会について知らされたことをきっかけに

フォーマル市場志向型農業をめざすようになった。準備期間には、プロバイダー登録に必

要な書類の準備（2 ～ 3 カ月）や、スーパーマーケット側による審査（2 カ月）などを含め、

全行程を経て販売を開始するまで約 7 カ月を要した
34
。

スーパーマーケットへの販売を始めて 8 カ月ほど経つが、売上高は初期には週 30 ドル

ほどであったのが、現在は月額約 5,000 ドルまで成長している。販売量が多い品目は、①

トマト（返却率は 10％程度）、②キリテ、③ 3 種のハーブセット、④ピーマン、⑤レモン、

⑥赤カブで、粗利益が大きい品目は、①コリアンダー、②トマト、③ピピアン、④キュウ

リ、⑤グィスキルである。売り上げから生産・管理費用
35
（30％）と輸送費（30％）を差し

引いた残りの 40％が利益となる。過去には農牧省（CENTA）による生産強化のための技

術指導を受けたが、化学肥料を使用する栽培法であったため、その手法は導入せずに自助

努力で土壌改善を行ってきた。

32
　 最初は知り合いの生産者 5 名で始めたが、最終的にビジネスのパートナーシップにはつながらなかった。うまくいかなかった要

因は、市場型農業に移行するにあたって必要な初期投資について合意に至らなかったこと。その後も生産者組合といったような

組織化ではなく、兄弟で会社を興したのは、組織は初期の設立においてメンバー間の信頼関係を築くだけではなく、中・長期的

に良好な関係を維持していくのも難しいと考えたゆえん。現在は、父親とほか 4 名のフルタイム従業員を雇っている。
33

　http://www.inbio.ac.cr/web-ca/biodiversidad/regional/PlantasComestiblesCA-VE.pdf　pp.113-116.
34

　 通常セレクトス社への搬入には規定のプラスチック運搬ケースが定められており、生産者はそれを購入して用意しなければなら

ないが、ハーブについては特別にかごでの搬入が認められたことも、早期搬入が可能になった要因であったと言っている。
35

　経理費（会計士による月報チェック）に 50 ドル / 月、借地料 80 ドル / 月（1 タレアにつき 3 カ月ごとに 15 ドル支払っている）。
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3 兄弟は合計 1 マンサナ
36
（11.12 タレア）の農地を自宅とは離れた別の地区や市外に分

散して借りている。増産と効率性の向上のために銀行貸し付けを利用した土地購入を検討

したが、16 ～ 19％の高い年利が課せられることから貯蓄して購入する考えに転じた
37
。今

後は農地以外の投資として、冷蔵機能付きのトラックの購入と果実分野への進出に興味を

もっている。果実生産については、素人同様であるため栽培技術の支援を必要としている。

（4） Asociación Empresarial de Productores Agropecuarios de los municipios del Norte de Morazán
（AEPANM）（モラサン県）

同組織は 2006 年に設立され、その後は活動休止状態が続いていたが、スーパーマーケッ

トへの販売を開始した 2009 年ごろに活動を再開している。会員数は 45 家族で、月額 5 ド

ルの会員費及び売り上げの 5％を組合活動費として納める仕組みである。スーパーマー

ケットへは 11 品目（グィスキル、ピピアン、インゲンマメ、ピーマン、調理用及びサラ

ダ用トマト、レモン、パッションフルーツ、キュウリ、ショウガ、ミニ・グゥイスキル）

卸しており、年間総売上高は、2011 年（10 月）が約 10 万 8,000 ドル、2012 年（11 月）が

20 万 4,000 ドル、2013 年（見込み）が 39 万ドルと、年々急成長している。買い付け価格

はスーペル・セレクトスの方がウォルマートより高いが、搬入価格に一律課せられる規格

外商品等を見込んだディスカウント率が、前者は 17％で後者は 5％と大きく異なる。販売

総量はウォルマート向けの方が大きい。

現在の出荷は週 3 回であるが、将来的には集荷所に冷蔵機能を備え、集荷を毎日、出荷

を 1日おきの頻度まで増やすことをめざしている。AEPANM所有の共同の洗浄・集荷場は、

会員以外にも周辺地域の他の農協や組織も利用できるようになっており、さらに、現在活

用されていない作業スペースを利用して、肥料や農業用品を販売するといった経営多角化

が検討されており、今後、地域生産者の中心となる経営体に発展していく可能性もあると

考えられる。

（5）Asociación Cooperativa de Producción Agropecuaria Las Chiristalinas de RL（アウパチャン県）

現組織の母体は 2008 年に設立され、2010 年に法人登録された。組合員は 20 家族で構

成されており、その半数を女性が占める。組合に参加するには、600 ドルの入会金と月額

2 ドルの会費の納入が必要である。組合名義で集荷所（土地、建物）と 2t トラックを所

持している。会員は、農業用資材（肥料、農薬）の共同購入や PROMODER（Programa de 
Reconstrucción y Remoderación Rural）の支援を通じて整備された点滴灌漑施設（0.5ha ほど

の圃場）や生産資材の活用に参加できる。冷蔵機能付き輸送トラックを購入したいが、予

算の制約があり具体的な購入計画は立てられていない。

スーパーマーケットへの販売は、技術指導にあたっている IICA の専門家による紹介・

仲介がきっかけで、3 年前からスーペル・セレクトスへ出荷している
38
。納品検品において

現在に至るまで一度も返品された経験がないことから、組合員は商品規格に合った産品を

36
　1 マンサナ＝約 6,992m2

37
　いずれにせよ銀行からの借り入れには、最低 1 年以上の商売の実績が求められるため、現時点ではローンを組めないとのこと。

38
　 スーペル・セレクトスには週 3 回（火・水・金）搬入している。月曜日は、同社が搬入業者の販売額に対して一貫して課すディ

スカウント率が通常の 17% に加えてさらに 12% 上乗せされるため出荷しないとのこと。
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安定して生産・輸送する能力を備えていることがうかがえる。最近は、ウォルマートへの

販売も開始された。取扱品目は小型のキュウリとパッションフルーツである。トマトも一

時出荷していたが、害虫と土壌の問題が発生して納入基準を満たす品質を維持できないた

め出荷を中止している。スーパーマーケットの注文に確実に応じられるよう、また、組合

員間での競合を防ぐために、作付け・栽培計画を協議しながら作成・実施し、年間売り上

げ約 3 万 5,000 ドルを達成している。組合員は収穫の半分をスーパーマーケットに出荷し、

残り半分を地元市場で販売している。

同組合は、組合がうまく機能するための要素として、会員間での信頼、協力、協調を掲

げていた。実際にそうした価値観を浸透させるため、小旅行などを通じて会員間の親睦を

深める工夫がされている。また、同組合に関しては、組織内のジェンダーバランスが、組

合の機能にどのように影響しているかの点を、今後の参考までにフォローするに値すると

思われる。

（6）R&P Productos Agricolas El Salvador（アウパチャン県）

同組織は 2009 年に形成されたが、生産・販路開拓の活動が軌道に乗るまでは個人単位

で事業を運営していく方がうまく機能すると考えていることから、法人登録は行っていな

い。現在は、10 世帯の農家が緩やかな形態で共同出荷を行っている。この組織の特性と

しては、代表を務める生産者が農業技師であり、ハウスの設計と組み立ての指導を行える

だけの知見を有しているため、さまざまな工夫を凝らした生産インフラを低コストで整備

することが可能なことや、共同集荷所の建設、トラック購入、税務関係登録・更新手続き

費用、スーパーマーケットとの交渉に係る費用等の諸経費を個人的に賄っている点が挙げ

られる。輸送費などの出荷に係る経費や労力は全生産者で案分しているが、販売額に対す

る手数料徴収はなく、全額が各人の収益とされている。このため、会員が組織代表の個人

的負担から受けている恩恵は大きいといえる。また、組織内では販売担当者が任命されて

おり、スーパー・セレクトスへの販路開拓は同担当者によるイニシアティブにより直接交

渉が行われ、最終的に契約を取り付けた
39
。

スーパーマーケットと地元市場への出荷は、それぞれ 6：4 の比率で行っている。将来

的にはスーパーマーケットへの販売を 8 割まで引き上げることを目標としている。生産者

間で収穫時期が重複しないよう、また、収穫時期における予測市場価格を見越して栽培計

画を作成・実行している。

２－２－５　 PROPA で対象となった農民・農業協同組合の組織化及び営農スキルの現状と課

題

今回の調査の訪問先には、生産者の意向に基づいて正式な組織の形成化が本格的に進められ

ていないケースと、組織が形成されてから長く経ち、農牧省にも登録済みである二つのケース

が選ばれた。営農改善については、前者のケースでは生産コスト減につながる投入材の共同購

入や、自家育苗、計画的周年栽培の実践といった点で PROPA により導入された技術と知見が

生かされていることが確認された。後者においては、ハウス栽培の有効性に対する認識の向上、

39
　ウォルマートとの取引は、前身の旧組合時代にあったものを引き継いでいる。
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有機栽培の実施、栽培・販売計画の作成、育苗、農産品登録などへの取り組みがうかがえたが、

前者と比較すると組織形態が整備されているにもかかわらず、農業経営体としての有効活用に

は至っていない。

2 カ所ともに CENTA による技術指導は継続しているが、フォーマル市場への参入をめざす

にあたっては、これまでの普及内容に加えて、それぞれの組織の発展状態に合わせて、市場の

需要量・商品規格の点などを踏まえた的確な情報入手に基づいた生産能力体制の強化が必要で

ある。また、これまで着手していない、収穫後処理管理（商品の選別、洗浄、梱包）や、輸送

手段の確保についての対応策を検討する必要がある。

（1） サン・ミゲル県サン・ミゲル市 Monte Grande 地区のフィールドスクール参加のモデル

農家及び他参加生産者

PROPA で導入された有機農業の技術は十分に活用されており、なかでも協働で行って

いる育苗はグアテマラからの買い付けを減らすまでに軌道に乗っており、コスト削減に役

立っている。CENTA 普及員によるフィールドスクール（8 日おきに開催）も継続して定

期的に開かれ、技術移転のみならず参加生産者間での知見交換の機会としても有益な役割

を果たしている。

同フィールドスクールに参加している生産者全体（40 ～ 41 名）のうち、40％強はハウ

ス栽培を行っている。500m2 のハウス設置
40
にかかる費用は約 7,000 ドルであるが、ほとん

どの生産者は親類・知人間から借り入れをし、だいたい 1 年で返済できるとのことである。

主流産品は、地元市場の需要が大きいショウガとピーマンである。ピーマンの販売量は、

最低 30 袋 / 週から最高 250 袋 / 週と生産者によってまちまちだが、平均的取引量は 50 ～

75 袋である
41
。地元の中央市場へ卸す仲買人への販売が主であるが、一部の生産者は家族

を動員して路上や市営の市場での直販を行っている。ファーマーズマーケット（生産者直

売所）については、販売規模が小さいためビジネスとして成り立ちにくいとの意見が聞か

れた。こうしたインフォーマル市場への販売は、好調時の粗利益は 50％に達するが、価

格変動が大きいため、生産者は価格の安定感の強いスーパーマーケットへの出荷に高い関

心を寄せている。

同フィールドスクール参加者は組織を形成しておらず、今後も組織化を進める具体的な

予定はないが、生産者間の団結力は強化されており、既に買い付け業者と値段の交渉が可

能なまでになっている意見が発せられた。ただし、スーパーマーケットへ卸すに至るには、

輸送手段の確保や品質の向上以外の点で、具体的に何が欠けているか状況把握が弱い。ま

た、ピーマンは栽培が比較的簡単であるという利点があるが、生産者は栽培の多様化を進

める必要がある。

（2）Asociación De Regante Nueva Espana（ラ・ウニオン県）

組織は 1997 年に設立されたが、PROPA の施行以前は月 1,500 ドルほどの生産に係る電

40
　ハウスは 4 ～ 5 年ごとに取り換えが必要である。

41
　5 マンサナの農地では、1,500 袋 / 週の収穫が可能であるとのこと。
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気代
42
の支払いが難しかったことから、協働は 3 年前まで実質休止状態にあった。組合は

46 名で構成され（うち 15 名が女性）、各自の耕地面積は 0.5 マンサナほどの零細農民である。

経済省の認可登録が完了していないため、スーパーマーケットとの取引はまだ行われてい

ない。これまで、PROPA 以外にもスペイン協力庁、PRODEMORO、農牧省 /CENTA それ

ぞれから CAS 建設とハウス栽培のための設備投資の支援を受けている。

組合員は、PROPA で導入されたボカシ肥や総合的生産管理技術（Integrated Management 
Plan）を活用したピーマンやトマトの有機栽培（栽培計画作成済み）、育苗、農産品登録

（Registro agro）、販売（販売計画は作成済み）に取り組んでいる。別途、チリ、トマト、キュ

ウリ、スイートコーン、インゲンマメ、メロン、スイカ、ピピアンの生産も行っている。

収穫した産品は、洗浄及び選定はしない状態で袋詰めにして農場に買い付けに来る仲介業

者に販売している。生産者は、CENTA 職員から価格情報は得ておらず、自らサン・ミゲ

ルやラ・ウニオンの中央市場に出向いて価格情報を収集しているとのことだが、ヒアリン

グ中には価格の質問に答えることはできなかった
43
。

同組織は、フォーマル市場との取引をめざすうえで、根本的な課題を複数抱えている。

組織の基盤を強化するのに重要な会員のコミットメントは、月 1 ドルの会費をほとんどの

会員が支払っていないという状況からも十分あるとは判断し難い。また、スペイン協力庁

の支援で設置された CAS は、本来の目的とは異なり、会合・休憩所として利用されており、

作業所の備品の管理状態も悪い。組織という枠組みが存在することで、外部からの支援が

流入しやすい条件が整っているものの、農業企業体として機能するためには抜本的な改善

を要する。生産面においては、現在のところスーパーマーケットの規格に合った大きさの

商品が作れていないとのこと。そのため、一部の生産者は銀行ローンを利用して自作地へ

のハウス設置を進めている
44
。フォーマル市場にコンタクトを取るためにCONAMYPEに支

援を要請する予定があるが、プロバイダー登録認可を得るには時間を要することが予測さ

れる。

２－３　プロジェクトの基本計画

２－３－１　プロジェクトの戦略

エルサルバドル政府が掲げる農業政策「家族農業計画（PAF）」における 4 つのプログラム

のうち、第 1 プログラム「食糧・栄養の安全保障プログラム（PAN）」を達成した農民を、第

2 プログラム「生産チェーン構築に向けた家族農業プログラム（PAP）」に引き上げることを本

プロジェクトの基本構想とする。

具体的には PROPA により野菜の生産技術能力向上を実現した農民が、地元市場など既存の

42
　 電 気 代 は、 現 在 政 府 が 60% 補 助 金 を 出 し て い る。 ま た、ASICAFOC（Asociacion Coordinadora Indígena y Campesina de 
Agroforestería Comunitaria Centroamericana）から再生エネルギーの支援を受けているとのこと。これは、世界銀行に日本が拠出

している社会開発のための日本基金 199 万ドルの無償資金を投じて、モラサン県とラ・ウニオン県の零細農民が旱魃や食糧、農

業資材、エネルギー価格の変動による食料不安への対応力の強化を目的とする「農業・エネルギーリスク管理：旱魃と食料不

安に直面するための包括的戦略」プロジェクトのことと思われる。同プロジェクトは、国家食糧・栄養安全委員会の監査の下、

ASICAFOC が施行している。
43

　 明確に把握している情報としてピーマンの販売量と販売価格が挙げられた。赤字価格帯である一袋当たり 10~15 ドルを上回る 25
ドルで 1 週間に 50 袋の売り上げがある。

44
　農業振興銀行の年利は、基礎穀物生産に係る貸し付けに対しては 4% であるが、野菜栽培に関しては 11% と高い。
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販売先に加え、スーパーマーケット等の新たな販路開拓を実現することにより、売り上げ向上、

収入安定を実現することを目的とする。そのため、以下のアプローチによりプロジェクトを実

施する。

①　対象農家グループとスーパーマーケット等市場関係者間の関係強化支援

②　市場ニーズに応じた生産を行うための有用栽培技術支援

２－３－２　協力概要と枠組み

（1）プロジェクトの名称

（和文名称）東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト

（英文名称） The Horticultural Farmers’ Profitability Improvement Project in the Eastern Region of 
the Republic of El Salvador

（注）プロジェクト実施機関である農牧省との協議の結果、東部地域の野菜農家を裨益対

象とし、市場との関係強化と栽培技術支援を通じて当該農家の収益性を向上させること

を目的とするプロジェクトの内容をより正確に表現するために、以下の採択時名称から

の変更が適当と判断され、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）において合意した。

＜採択時名称＞

（和文名称）東部地域農産物流通強化のためのバリューチェーン開発プロジェクト

（英文名称） Project on Development of a Productive Chain Support System to Strengthen the 
Commercialization Services Provided to the Farmers of the Eastern Region of El 
Salvador

（2）協力期間

2014 年 5 月から 4 年間（予定）

（3）プロジェクトの対象地域

エルサルバドル東部 4 県（ウスルタン県、サン・ミゲル県、モラサン県、ラ・ウニオン県）

（4）協力相手国機関

農牧省農業経済局アグリビジネス課、国立農牧林業技術センター（CENTA）

（5）プロジェクトのターゲットグループ

東部地域 4 県の野菜生産農家グループ（50 グループ、約 1,500 戸）

（6）上位目標と指標：

【東部地域の野菜生産農家グループの野菜販売による収益性が向上する。】

指標：

a.  スーパーマーケットに対し農産品を販売している東部地域の農家グループが XX％増

加する。

b. 習得した知識や技術を活用している東部地域の農家が XX％増加する。
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c.  東部地域の農家グループの野菜販売による生産農業所得率
45
が XX％増加する。

（注）指標のパーセンテージはプロジェクト開始後 3 カ月以内に設定される。

（7）プロジェクト目標と指標：

【対象野菜生産農家グループの野菜販売による収益性が向上する。】

指標：

a. 野菜販売による生産農業所得率が XX％増加する。

b.  各野菜生産農家グループにおける野菜生産にかかる費用が XX％減少する。

（注）指標のパーセンテージはプロジェクト開始後 3 カ月以内に設定される。

（8）成　果

成果 1： 対象野菜生産農家グループ、スーパーマーケット等の関係強化を通じて対象野菜

生産農家グループの市場適応力が改善される。

成果 2： 市場のニーズに応じた生産を行うための有用栽培技術・経営改善手段が対象野菜

生産農家グループに採用される。

（9）活　動

上記（8）の期待される成果に対応したそれぞれの活動は以下のとおりである。

1-1　 対象農家グループの野菜流通に係る現状を把握するためのベースライン調査を農牧

省アグリビジネス課が実施する。

1-2　 対象農家グループ、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が農産物流

通改善（契約栽培、ブランド化、農民組織化、地産地消の取り組み等を含む）に関

する研修を受講する。

1-3　 研修を受講した農民、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が、対象

農民の農産物流通改善のためのアクションプランを策定する。

1-4　 研修を受講した農民、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が、1-3 で

策定されたアクションプランを実践する。

1-5　 研修を受講した農民、スーパーマーケット、農牧省アグリビジネス課職員が、1-4 の

活動を通して得られた教訓を整理する。

2-1　 農牧省アグリビジネス課が対象農民の野菜生産状況と栽培技術及び経営改善手段の

現状に関するベースライン調査を実施する。

2-2　 対象農民及び東部地域の CENTA 普及所の普及員に対し、栽培技術及び経営改善手段

に関する研修を実施する。

45
　生産農業所得率（％）＝（農業粗収益－物的経費）/ 農業粗収益× 100
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（10）日本側の投入

1）専門家派遣

・総括 / 農産物流通改善

・マーケティング計画策定

・有用栽培技術及び普及

・業務調整 / アクションプラン実施支援

・その他必要に応じ

2）研　修

・本邦研修（年 1 回、合計 3 回実施）

・第三国研修

3）資機材：必要に応じ

4）プロジェクト活動に必要な経費

上記以外の投入については必要な場合、プロジェクト実施中に JICA と農牧省との間

の協議により決定する。

（11）エルサルバドル投入

1）C/P の配置

・プロジェクトダイレクター：農牧省農業経済局長

・プロジェクトコーディネーター：農牧省農業経済局アグリビジネス課長

・アグリビジネス課職員

・東部地域 CENTA 普及所の普及員

2）ローカルコスト

・C/P 人件費、旅費

・プロジェクト事務所・研修施設等の光熱費、通信費等の計上経費

3）プロジェクト事務所（専門家及び C/P の執務室、会議室を含む）、研修施設

4）資機材

２－３－３　プロジェクト活動の流れ

（1）成果 1 に係る活動の流れ

成果 1 では、対象農家グループの市場適応力の強化のため、次の活動を実施することを

想定している。以下に示す①から⑦までの一連の活動の流れを「活動サイクル」とし、プ

ロジェクト期間中にこの活動サイクルを 3 回（それぞれ、「第 1 活動サイクル」「第 2 活動

サイクル」「第 3 活動サイクル」）実践することを想定している。各活動サイクルは 1 年間

とする。

① 　農牧省アグリビジネス課が対象農家グループの選定基準を作成し、選定基準に沿っ

て農家グループを選定する。

② 　農牧省アグリビジネス課による対象農家グループの農家経営に関するベースライ

ン調査を実施する。

③ 　対象農家グループ構成員、スーパーマーケット関係者、農牧省アグリビジネス課職

員を対象とした本邦研修を実施し、農牧省アグリビジネス課が主導して対象農家の収
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益性向上を目標としたアクションプラン（案）〔以下、（2）に詳細を記載〕を作成する。

④ 　本邦研修参加者は、エルサルバドル帰国後に本邦研修に参加しなかった農家グルー

プ構成員、スーパーマーケット関係者、農牧省アグリビジネス課職員に対して上記③

において作成されたアクションプラン（案）を説明し、詳細アクションプラン作成の

ための基本方針として合意する。

⑤ 　上記④で合意された基本方針を基に、各対象農家グループの詳細アクションプラン

を作成する。

⑥　詳細アクションプランに基づく 1 年間の活動を農家グループごとに実施する。

⑦ 　1 年間の活動終了時には成果報告会を行い、農牧省アグリビジネス課が主導して活

動結果のレビューを行う。

第 1 活動サイクルにおいて対象とする農家グループ数は 10 グループとし、第 2 活動サ

イクル及び第 3 活動サイクルでは各 20 グループの合計 50 グループを対象として活動を実

施することを想定している。第 1 から第 3 活動サイクルにおいては、異なる農家グループ

を選定することとする。また、各活動サイクル実施の結果を踏まえ、次の活動サイクルに

向けた改善を行うこととする。

（2）日本における研修の実施及びアクションプランの作成

日本における研修（「本邦研修」）は、対象農家グループ代表者、スーパーマーケット関

係者（支店長及び本社調達担当）及び農牧省アグリビジネス課職員を対象として実施する。

本邦研修参加者は、日本の事例からスーパーマーケット、農家、全国農業協同組合連合会

（JA）及び行政が契約栽培の実践においてどのような役割を担っているか、日本における

市場流通の仕組みや契約栽培の実例を学ぶ。それを踏まえて、エルサルバドルの農家、スー

パーマーケット、農牧省がどのように連携すれば互恵関係を築けるかを、ワークショップ

を通して検討し、その結果をアクションプラン（案）にまとめる。アクションプラン（案）は、

市場流通改善による対象農家の収益性向上を目的として農家グループ、スーパーマーケッ

ト、農牧省アグリビジネス課がその後 1 年間に取るべき行動をまとめるものである。例え

ば、農家がスーパーマーケットに生産物を適正な価格で販売するために 3 者が帰国後 1 年

間どのような活動をすべきかを具体的に記載する、などが考えられるが詳細なテーマは研

修実施の際に決定することとなる。

本邦研修において作成されたアクションプラン（案）は、研修参加者がエルサルバドル

帰国後に、研修に参加しなかった第 1 活動サイクル参加農家、スーパーマーケット関係者、

農牧省職員と共有し、各対象農家グループが作成する詳細アクションプラン形成のための

基本方針として対象農家グループ、スーパーマーケット関係者、農牧省アグリビジネス課

と合意する。合意されたアクションプラン基本方針を基に、各農家グループは営農サイク

ルに合わせた 1 年間の詳細アクションプランを、ワークショップを通じて作成する。

（3）成果 2 に関する活動の実施方針及び留意事項

成果 2 に関する活動は、PROPA の成果活用を基本とし、農業技術開発のために新たな

投入は想定していない。したがって、まずは PROPA の成果と協力終了後の技術普及・定

着状況を確認したうえで補完的な技術支援を検討することとなる。また、効率的な協力活
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動実施の観点から、本邦リソースにこだわらず、PROPA でも活用した中南米近隣諸国で

の在外研修による技術支援も検討したい。

２－３－４　プロジェクトの運営管理・モニタリング・評価体制

（1）運営管理体制

本プロジェクトでは、C/P 機関を、エルサルバドル農牧省アグリビジネス課、及び

CENTA とする。主に成果 1 に関連する活動は農牧省アグリビジネス課を C/P とし、成果

1 の活動の実施により市場ニーズを的確に把握し、それに対応する農産物を生産できるよ

うになることを成果 2 として実施するため、この営農指導・農業経営指導を、CENTA を

C/P として実施する。

本プロジェクトの専門家、C/P はサンサルバドルの農牧省アグリビジネス課を拠点とし

ながら、東部地域 4 県のプロジェクトサイトを C/P とともに巡回し、市場流通化に関する

各種支援及び CENTA 普及所の普及員に対する技術指導を行う。

（2）モニタリング・評価体制

プロジェクトの効果的・効率的な実施のため、本プロジェクトにおいては合同調整委員

会（Joint Coordinating Committee：JCC）を設立することとしている。JCC は農牧省大臣を

議長とし、農牧省農業経済局長、CENTA 所長、農牧省アグリビジネス課長、JICA エルサ

ルバドル事務所長、コンサルタントをメンバーとしている。コンサルタントは同委員会の

設立及び会合の開催を支援するとともに、メンバーとして同会合に参加する。

JCC はエルサルバドル側が議長を務め、エルサルバドル政府の主導で開催されるものの、

コンサルタントは必要な支援を行うことが求められる。プロジェクトの年間計画案の協議

及び承認、プロジェクトの進捗管理及び目標の達成度確認等のため、必要に応じて、少な

くとも年 2 回同会合を開催する。
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第３章　評価結果

３－１　5 項目評価

３－１－１　妥当性

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が「高い」と判断できる。

エルサルバドル東部地域は 1992 年に終結した内戦の影響がまだ強く残っており、他地域に

比較して社会インフラ整備の遅れ、民間投資の少なさが目立っている。エルサルバドル統計局

（DYGESTIC、出典：EHPM2004）の資料によれば、貧困指数は全国平均が 34.6 となっているが、

東部地域 4 県はモラサン県（55.3）、ウスルタン県（44.3）、サン・ミゲル県（38.7）、ラ・ウニ

オン県（35.0）といずれも全国平均よりも貧困指数が高く開発の優先度が高い。また農業分野

に従事する人口も高いため、農業分野における生産性向上、収益向上が大きな課題となってい

る。

このような背景よりエルサルバドル政府は、農業分野の新政策として「家族農業計画（PAF）」
を 2011 年より実施している。PAF は 4 つのプログラム（第 1 プログラム「食糧・栄養の安全

保障プログラム（PAN）」、第 2 プログラム「生産チェーン構築に向けた家族農業プログラム

（PAP）」、第 3 プログラム「農業イノベーションプログラム（PIA）」、第 4 プログラム「農商工

連携プログラム（PEIC）」）から構成されている。このうち第 2 プログラムは本事業と目的が合

致し、先行プロジェクトである PROPA の成果を引き継ぐ位置づけにあり、本プロジェクトは

エルサルバドルの国家開発計画と合致している。

わが国の対エルサルバドル国別援助方針（2012 年 4 月）では「経済の活性化と雇用拡大」

が重点分野として掲げられている。地場産業振興や農業製品の国内販売の促進に向けた支援を

行い、地場産業の確立並びに雇用の創出を図ることを目標とする本プロジェクトは、その達成

に貢献する支援として位置づけられている。また、対エルサルバドル事業展開計画において東

部地域開発プログラムは、援助重点分野の一つとなっており、本プロジェクトは同プログラム

の中核的な位置づけにある。

2004 年サカ政権とわが国の間で実施した経済協力政策協議において、援助協力実施上の指

針（「横断的開発テーマ」「援助重点分野」「開発課題」等）について合意に至り、各プロジェ

クトを実施してきている。その後 2010 年 6 月、フネス政権によって発表された「開発 5 カ年

計画 2010-2014」を尊重しつつ、わが国 ODA の基本方針である「国際社会の平和と発展に貢献

し、これを通じてわが国の安全と繁栄の確保に資すること」をベースにして、①人間に安全保

障、②ミレニアム開発目標、③東部重視の地域開発、④公平性の確保（ジェンダー配慮を含む）、

⑤中米統合の 5 項目につき横断的に踏まえた援助方針と合致している。

本プロジェクトのターゲットグループである東部零細農民のニーズにも合致している。現状

ではターゲットグループとなる農民は、収穫した野菜の大部分を地元ローカルマーケット及び

仲買人のみに販売しているが、ローカルマーケット、仲買人における販売は日々、価格の高低

に見舞われるため、収入の安定化が期待できない。こうした問題を解決するためにスーパーマー

ケットへの販売は販売価格の安定化、販売先の多様化に貢献し、ひいては収入の向上と安定に

資することが、既にスーパーマーケットへの販売を実現している先行農家グループの実績より

証明されている。
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３－１－２　有効性

本プロジェクトは、以下の理由より有効性が「高い」と見込まれる。

成果 1「対象野菜生産農家グループ、スーパーマーケット等の関係強化を通じて対象野菜生

産農家グループの市場適応力が改善される」及び成果 2「市場のニーズに応じた生産を行うた

めの有用栽培技術・経営改善手段が対象野菜生産農家グループに採用される」が達成すること

により、現時点における販売先（ローカルマーケット、仲介業者）よりも高い品質管理能力が

求められるスーパーマーケット等への販路開拓実現に向けた能力強化が実現し、より安定した

販売先の確保が可能となることで、プロジェクト目標である「対象野菜生産農家グループの野

菜生産販売による収益性が向上する」の達成に貢献する可能性が高いと予測される。なお、今

回の現地調査により指標データは他の農家グループ、協同組合の事例より、ベースライン調査

時に十分入手可能であることが判明した。

外部条件は輸入野菜により国内市場における販売価格が大幅に下がらないことであるが、

スーパーマーケット関係者からの聞き取りによれば、商品によるばらつきはあるものの、現時

点における国内産調達率は約 65％に達している。2 年前の国内産シェアが 25％程度であった

ことを考慮すれば、国内産は増加傾向にあり外部条件が具現化する可能性は現時点では低いと

見込まれる。

３－１－３　効率性

本プロジェクトは、以下の理由より効率性が「やや高い」と見込まれる。

本プロジェクトでは、活動期間を 3 サイクルに分割し、1 サイクルごとにターゲットグルー

プを選定することが予定されている。そして、各サイクルにおいて、成果を達成するために必

要となる活動を、的確なタイミングで実施することにより効率性を高めるよう計画、配慮され

ている。

また、プロジェクトの開始時に最初のサイクルでターゲットグループを選定するために、本

詳細計画策定調査により CENTA から収集した東部地域における既存の農業協同組合、農民グ

ループを対象に、詳細なベースライン調査を実施することを計画している。さらに、同ベース

ライン調査結果に基づき、全プロジェクト期間中における投入のタイミングを決定する。

本プロジェクトの実施内容の策定に際しては C/P となる農牧省アグロビジネス課の人員、予

算等の実施体制を考慮していること、さらに協力機関となる CENTA においては PROPA によ

り養成された講師が引き続き農民に対し有用栽培技術、経営改善手段に関する指導を実施する

ことが予定されており、協力内容に伴うコストも抑えられている。

他方、スーパーマーケットへの販売実現に必要となる品質管理研修に関しては、スーパーマー

ケット等民間セクターによる実施が有効であると考えられる。当該研修実施に伴う経費もスー

パーマーケット側にとっては、新規プロバイダー開拓という目的に合致しているため、プロジェ

クトによる大規模の投入は必要ないと判断される。

本プロジェクトでは成果 1 の実現には研修等の技術指導が中心的に実施されること、加えて、

成果 2 の実現には PROPA の成果である普及手法や技術を十分に活用することが予定されてお

り、大規模な機材投入は計画されていない。

以上の観点より本プロジェクトにおいて掲げる成果を産出するために必要となる活動は十分

かつ的確に計画されており、また当該活動を実施するために必要となる投入に関しても十分か

－ 27 －



つ的確であると考えられる。なお、相手国側の投入である C/P の配置に関して、C/P となる農

牧省アグロビジネス課は本プロジェクト以外にも業務を担当しているため、実施能力を超えた

負荷を与えることで、活動の実施スケジュールの遅れ、関係機関との調整が不十分になる点が

懸念されるため、活動実施のタイミングについては前広に十分な調整を行うよう留意する必要

がある。

３－１－４　インパクト

本プロジェクトは、以下の理由よりインパクトが「高い」と見込まれる。

本プロジェクトの実施を通じ対象農家グループの市場適応力が改善し、市場ニーズに応じた

生産が実現することで、品質基準を満たせばエルサルバドル国内産農作物の調達を高めたいと

いうスーパーマーケットが求めるニーズと合致し、その結果対象野菜生産グループの収益性向

上が実現する可能性が非常に高い。このことから東部地域零細農民の収益性向上に貢献すると

いう上位目標実現見込みも高いと予測される。

本プロジェクトの対象となる東部地域は、内戦の影響によりインフラ整備状況、民間投資状

況が他地域に比較し遅れており、本プロジェクトを通じた農民の収入向上により間接的に平和

構築への一助に資することも期待される。

なお、東部地域では出稼ぎによる海外送金に依存する家族も多く、このような出稼ぎの抑制

に資することも期待される。

３－１－５　持続性

本プロジェクトは、以下の理由より持続性が「高い」と見込まれる。

【政策・制度面】

わが国はラ・ウニオン港インフラ整備をはじめとする、多岐にわたるプロジェクトより

構成される東部地域開発プログラムをエルサルバドル政府の要請に基づき実施中である。

また、エルサルバドルにおいては、開発 5 カ年計画 2010-2014 に基づき PAF を実施中であ

り、エルサルバドルの東部開発は継続すると期待される。

【技術面】

本プロジェクトでは既に CENTA へ移転された技術を農民に対し効率的に普及、指導す

ることをめざしている。また CENTA は指導員の増員等、組織強化にも努めており、組織面、

政策面での継続性が期待される。なお、スーパーマーケット等への販売を実現するために

は、農民に対して移転された技術が維持されることが条件となるが、これはターゲットグ

ループである農民の利益とも合致しており、持続性は高いと見込まれる。

また、エルサルバドル政府が見返り資金を財源として実施した集荷場の修復（モラサン

県）、灌漑設備の設置（3 カ所、サンビセンテ県、ウスルタン県ほか）は本プロジェクト

においても活用されることが期待されている。

【組織・財政面】

本プロジェクトを通じ対象農民グループの市場アクセスが改善、確立し、ビジネスとし
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て定着が実現すれば、農民グループの自己資金の確保につながり、本プロジェクトの財政

的な持続性は向上することが見込まれる。

３－２　結　論

本プロジェクトは PROPA の活動成果を踏まえて計画・立案され、PROPA の上位目標「東部地

域において、零細農民の野菜栽培による収入が向上する」を迅速、確実に実現し、かつ強固にす

ることを目的とし、エルサルバドルの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致して

いる。また、プロジェクト目標の実現性をはかる有効性、上位目標の実現可能性にかかわるイン

パクトについても計画の適切性が認められる。効率性に関しては C/P のプロジェクトへのかかわ

りに一部懸念があるものの、持続性では、政策・制度、技術、組織、財政の各観点からも実施体

制、計画内容について大きな懸念材料は見当たらない。したがって本プロジェクトによる協力の

意義は高く、実施は適切と判断される。

３－３　貧困・ジェンダー平等・環境等への配慮

【環境】

本プロジェクトは「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年公布）に掲げる影

響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましく

ない影響は最小限であると判断される。

【ジェンダー】

本プロジェクトでは対象農民グループ選定に際して、グループ内における女性の参加人数、

比率を選定項目に取り込むことでジェンダー平等推進に配慮する。

３－４　教訓の活用

PROPA では生産、組織化、流通の包括的アプローチを実施してきた。特に農民組織化及び、

モデルプロジェクトに伴う共同作業において農民グループの動機づけ、自主的運営に対する指

導、経営改善に関する研修を通じて、農民グループを育成してきた経緯があり、法人格の取得ま

でに実現したケースもみられる。本プロジェクトではこれまで PROPA で培った農民組織化の経

験とノウハウを活用することにより、共同出荷を目的とした農民の自主性を引き出すことをプロ

ジェクト運営において最大限留意する。

また、PROPA の教訓に加えて、既にスーパーマーケットへの販売を実現している農民グルー

プとの交流を通じ、成功事例とそこに至るまでの過程について認識を共有することで、目標実現

までのビジョンが明確となる。

こうした教訓を的確に活動に取り込むことで、本プロジェクト目標の効率的な達成に役立てる。
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第４章　総括及び実施上の留意点

４－１　総　括

本プロジェクトでは、PROPA の支援等によって基本的な野菜生産技術を有する農家 / 農家グ

ループが所属する階層が、次のステップとして大手スーパーマーケット等の市場に生産物を販売

できるようになること（農産物バリューチェーンに参入すること）を目標とする。この目標達成

のため、大手スーパーマーケット等の新規市場と東部地域生産者の間の関係をつくることと、新

規市場参入に必要な生産技術と経営技術向上の 2 面で支援を行う。

支援方法としては、農牧省（アグリビジネス課及び CENTA）が主体となり、生産者が、大手

スーパーマーケット等市場が求める生産物の規格や生産から流通・卸の段階における各種基準を

学び、売買契約を行い、実際に生産物を集荷し大手スーパーに卸して、契約に基づいて代価を受

け取る、というプロセスを経験することによって、この過程で市場との関係づくりと生産・経営

技術向上を図る。これらの結果としてプロジェクトに参加した農家 / 農家グループの野菜販売収

入が増加する、または販売先の多様化によるより安定した収入を得ることが可能になる。

４－２　実施上の留意点

（1）プロジェクトの柔軟性の確保

技術移転を目的とする技術協力プロジェクトでは、C/P のパフォーマンスやプロジェクト

をとりまく環境の変化によって、プロジェクトの活動を柔軟に変更していくことが必要とな

る。プロジェクト全体の進捗、成果の発現状況を把握し、必要に応じプロジェクトの目標達

成のための具体的な方法について、柔軟に対応できるよう工夫すべきである。

（2）既存のプロジェクト及び調査の情報活用

JICA は 2012 年に「エルサルバドル国農産品バリューチェーン情報収集・確認調査」（以下、

「基礎調査」）を実施している。基礎調査においては、エルサルバドル全域のうち、特に東部

地域 4 県を重点的な調査対象とし、農産品バリューチェーンに関する情報収集及びその分析

を行っている。本プロジェクト実施に際しては、当該基礎調査の結果を十分に活用するべき

である。また、農牧省アグリビジネス課及び CENTA が所有する既存の資料を基に、開始 1
年目にベースライン調査を実施し、以下の項目に関する分析を行う。

① 　東部地域における農家グループ及び農業協同組合に係る制度と実態（登録数、活動内

容）

②　普及活動に係る制度とこれまでの実績

③　CENTA 普及所の普及員らに対する研修活動に係る制度とこれまでの実績

（3）SHEP アプローチの活用

2006 年から 2009 年までケニアにて実施された技術協力プロジェクト「小規模園芸農民組

織強化計画プロジェクト（SHEP）」及び 2010 年から実施中の「小規模園芸農民組織強化・

振興ユニットプロジェクト（SHEP UP）」では、市場流通強化のための取り組みとして、農

民組織と園芸産業関係者が会し、それぞれの情報を交換しネットワークを拡大することをめ

ざした「お見合いフォーラム」をはじめ、C/P 及び農家のインセンティブ向上のための取り
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組みを考案・実施している。これらの取り組みは、本プロジェクトの成果 1 で取り組む市場

適応力の強化に活用できると考えられる。

（4）JICA の支援による他のプロジェクトの情報活用

本プロジェクトでは、詳細計画策定調査の結果、東部地域生産者から農産物を購入する意

思が確認されたスーパーマーケットと、行政と農家グループの流通関係強化を活動の中心と

している。東部地域全体の野菜生産者の収益性向上のためには、スーパーマーケットだけで

はなく既存のローカルマーケットへの農産物販売も考慮すべき点であるものの、プロジェク

ト投入が拡散することを避けるため、現在の想定ではスーパーマーケットへの販売に注力す

ることとしている。

しかしながら、プロジェクト終了後、スーパーマーケットに限らずローカルマーケットを

含む東部地域全体への農産物販売による生産者の収益性向上に向け、プロジェクト実施中

に、JICA の支援による他のプロジェクトの情報を収集し、スーパーマーケット以外の農産

物販路拡大も提案していくことが望ましい。

現在 JICA の支援により、エルサルバドル東部地域において「一村一品運動アドバイザー」

（2012 年～ 2015 年）、「エルサルバドル東部地域観光開発能力強化プロジェクト」（2010 年～

2014 年）を実施中である。これらのプロジェクトでは、エルサルバドル東部地域住民によっ

て生産・製作された各種製品の売り先として、移動式の「アンテナショップ」等のローカ

ルマーケットの活用支援を行っている。これらエルサルバドル東部地域開発の経験を本プロ

ジェクトで参考にするため、本プロジェクトの実施の過程では、上記案件の派遣中専門家に

積極的にヒアリングし、また報告書を入手し最新のローカルマーケットを含む農産物販路拡

大に関する情報収集に努め、将来のスーパーマーケット以外の農産物販路拡大を検討するべ

きである。

（5）成果 1 及び成果 2 に係る活動の投入割合（想定される目安）

農家グループの市場適応力改善に関する活動（主として成果 1）は、本プロジェクトの基

幹を成す活動であり、本プロジェクトで新規に取り組む内容であることから、当該活動に十

分な人的・物的投入を行う必要がある。一方で、農家グループの市場適応力改善を補完する

ための個別技術の改善（主として成果 2）は、PROPA の成果活用を前提とし既存技術の活

用を念頭に置いている（原則として新規技術研究開発は含まない）ことから、個別技術の改

善に対する人的・物的投入は農家グループの市場適応力改善の補完的なものとするべきであ

る。日本側の投入量（人的・物的投入量）としては、農家グループの市場適応力改善（主と

して成果 1）と個別技術の改善（主として成果 2）の割合が 8：2 程度を想定する。

ただし、この割合はあくまで日本側投入の目安であり、例えば成果 2 に掲げられている経

営改善手段の指導は成果 1 にも直接的に貢献するものであることからも、成果 1 と成果 2 の

活動内容そのものに軽重をつけるものではなく、プロジェクトの主眼が技術開発ではなく農

家の市場適応力改善にある点に留意する必要がある。

（6）CENTA 普及員を対象としたエルサルバドル国内研修の実施

PROPA では、東部地域 CENTA 普及員に対する有用農業技術及び経営改善手段に関する技
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術指導を行った。当該技術指導においては、農業技術に関するガイドブックを 12 種、経営

改善手段に関するガイドブックを 7 種作成していることから、本プロジェクトにおいては、

まずこれらのガイドブックに記載されている事項が現時点でどの程度普及員に定着している

かを確認する。そのうえで、前述の第 1 活動サイクルで実施したベースライン調査及び本邦

研修において必要性が高いと判断された項目を中心にエルサルバドル国内での研修を実施

し、技術を補完する。

① 　計画：PROPA で導入された技術の CENTA 普及員への定着状況を確認し、普及員に対

する定着が不十分であり、かつ、現時点での普及ニーズのある知識と技術を抽出し、エ

ルサルバドル国内での研修を計画する。

② 　普及員向け国内研修の実施：①で普及員向け研修が必要とされた知識・技術について

エルサルバドル国内での研修を実施する。

（7）農業技術に関する在外研修実施と技術支援内容の検討

先述のとおり、農業技術支援は PROPA の成果活用を前提としており、新たな農業技術開

発のための投入は想定していない。しかしながら、既存技術の定着、普及の状況によって

は、補完的な技術支援が必要となる場合もある。そのため、プロジェクト実施 1 年目に実施

を想定している本邦研修及びベースライン調査の結果を踏まえ、プロジェクト実施中に新し

い技術習得の必要があり、エルサルバドル国内研修で対応が困難なものであって、中南米の

近隣諸国において研修実施のためのリソースが確認された場合には、在外研修の実施を検討

する。

（8）PROPA の経験を活用した普及活動の実施

2008 年から 2012 年まで実施された PROPA では、パンフレットや技術ガイドブック、定

期情報誌といった媒体を用いて農業技術の普及を図った。また、PROPA では「東部地域農

業情報システム」の構築と運営強化により、CENTA による携帯電話及び携帯メールサービ

スを活用した有用情報の提供を実施している。本プロジェクトの成果 1 で取り組む市場流通

改善においても、市場情報の適時の発信が求められることから、PROPA で構築されたシス

テムを活用し、携帯電話を用いた情報発信を積極的に取り入れることとする。
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付　属　資　料

１．調査日程（実績）

２．主要面談者一覧

３．プロジェクトサイト地図（東部地域 CENTA 普及所の所在地を含む）

４．プロジェクト実施体制図

５．プロジェクト概念図

６．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）（和）

７．協議議事録（M/M）

８．討議議事録（R/D）



団長 協力企画 評価分析
農産物流通/
農民組織

1 8月11日 日 サンサルバドル

2 8月12日 月 サンサルバドル

3 8月13日 火 サンサルバドル

4 8月14日 水 サンサルバドル

5 8月15日 木 サン・ミゲル

6 8月16日 金 サンサルバドル

7 8月17日 土 サンサルバドル

8 8月18日 日 サンサルバドル

9 8月19日 月 サンサルバドル

10 8月20日 火 サンサルバドル

11 8月21日 水 サン・ミゲル

12 8月22日 木 サンサルバドル

13 8月23日 金 サンサルバドル

14 8月24日 土 サンサルバドル

15 8月25日 日 サンサルバドル

16 8月26日 月 サンサルバドル

17 8月27日 火 サンサルバドル

18 8月28日 水
12:18 サンサルバド
ル発（UA1468)

C/P表敬、専門家意
見交換

12:18 サンサルバドル発（UA1468） サンサルバドル

19 8月29日 木 サイト視察

20 8月30日 金 成田着 サイト視察 成田着

21 8月31日 土 サンサルバドル移動

22 9月1日 日
サンサルバドル発⇒
（9/3 羽田着）

（9/3サンサルバドル発⇒9/5羽田
着）

9:30  JICA事務所打合せ
13:00 農業経済局アグリビジネス課面談（調査目的・5項目評価の説
明、PROPA終了後の現状等の確認）
14:30 農業経済局アグリビジネス課面談（GAP認証等に関するヒア
リング）

宿泊

16:00 成田発(UA006)→14:15ヒュース
トン着
17:47ヒューストン発(UA1461)→20:03
サンサルバドル着

8:30　IFAD(PRODEMORO,AMANECER RURAL)担当者面談
11:30 IICA面談
13:30 Wal-mart 調達担当者面談

資料整理

8:15　CENTA本部との面談
11:15 FAOとの面談
14:35 Callejaグループ副社長表敬・面談
15:40 Callejaグループテクニカルチームとの面談

資料整理

8:30   団内打合せ
11:15 JICA事務所打合せ
13:00 農牧省大臣表敬
14:00 農業経済局とのキックオフミーティング（JICA技術協力の説明、プロジェクトの枠組み説明、R/Dの内容説明と協
議）

10:30 JICA事務所報告
16:00 日本大使館報告

エルサルバドル共和国「東部地域野菜農家収益性向上プロジェクト」詳細計画策定調査

11:00 APESANM(Callejaグループと契約している東部農家グループ)共同出荷場視察・ヒアリング
15:00 ADEL MORAZAN(EUのプログラムを実施するNGO)面談

10:30 団内打合せ（於JICA事務所）
13:45 農業経済局とのM/M協議

7:45 　Santa Tecla 市場視察

8:50 　Wal-mart社が実施する生産者向けGMPセミナー視察（於CENTA研修センター）

11:50 CENTA所長・農業経済局長との面談（プロジェクトの内容含む、於農牧省）

8:30 M/M最終調整（於農牧省）
14:00 M/M署名

日順

9:20 　Santa Ana R&P PRODUCTOS AGRICOLAS EL SALVADOR視察
11:20 Asociación Cooperativa de Producción Agropecuaria Las Christalinas de RL視察

資料整理、団内打合せ

調査日程

日程
月日 曜日

11:00 ACEPROCLUCO（西部の農家グループ）視察
14:00 Productos Frutihorticola社（西部の農業企業）視察

10:30 IFAD PRODEMORO Directorとの面談（於サン・ミゲル県）
12:00 サン・ミゲル県の農家グループ視察
15:00 Asociación de Regarte Nueva España (ARNE)視察(於ラ・ウニ
オン県）

10:30 サン・ミゲルCENTA普及所面談
16:00 USAID面談

16:00  成田発(UA006)→14:15ヒューストン着
17:47 ヒューストン発(UA1461)→19:59サンサルバドル着
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１．調査日程（実績）



（１）農牧省 
大臣 

  Lic. Pablo Alcides Ochoa Quinteros / 大臣 
農業経済局 

Ing. Elias Barriere / 局長 
アグリビジネス課 

Ing. Keny Escamilla / 課長 
Ing. Jessica Gonzalez / 職員 

農村開発課・IFAD プロジェクト関連 
Ing. Daniel Rivas / AMANECER RURAL プロジェクトコーディネーター 
Ing. Jose Alvarez / PRODEMORO コーディネーター 
Ing. Frank Escobar / PRODEMORO ディレクター 

野菜衛生・有機栽培・食料安全課 
Ing. Migel Rivera Ovando / コーディネーター 
 

（２）国立農牧林業技術センター（CENTA） 
Ing. Joel Monge Figeroa / CENTA 東部チーフ 
Mr. Miguel Angel Martinez / 技術知見移転マネジャー 
Ing. Freddy Lara / PROPA 支援 
Ing. Francisco de Torres / 能力研修  

 
（３）援助機関 

IICA 
Mr. Gerardo Escudero (IICA Representative in El Salvador) 
Mr. Marcelo Nuñez Rojas (Agribusiness and Commercialization Specialist) 

FAO 
Mr. Alan González Figueroa (Representative) 
Ms. Xenia de Morán (Chief Value Coordinator) 

USAID 
Ms. Norma Velásquez Castro (Chief of Strategic Department)  
Ms. Gabriela Montenegro (Regional Trade and Food Security Specialist)  
Mr. Rafael Eduardo Cuellar (Project Manager Economic Growth Office) 
Ms. Annie G. de Valencia (Office of Strategic Development) 
Mr. Carlos Roberto Hasbún, Ph.D (Regional Biodiversity Specialist) 

ADEL MORAZAN 
Mr. Alejandro Benítez Vásquez (Director) 
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２．主要面談者一覧



Ms. Magdalena Benetíz (Coordinator) 
Ms. Virginia Contreras Villatoro (CDMYPE Advisor) 

 
（４）スーパーマーケット 
カジェハ・グループ / スーペル・セレクトス 

Mr. Carlos Calleja (Vice President) 
Ms. Karen Morán (Corporate Relation Coordinator) 
Ms. Marta Marroquín (Fruit and Vegetable Manager) 
Ms. Patricia Matamoros (Quality Manager) 
Ms. Karen Morán (Corporate Relation Coordinator) 

ウォルマート社 
Mr. Luis Zeballo (調達部) 

 
（５）在エルサルバドル日本大使館 
  三井 靖広 参事官 
 
（６）JICA エルサルバドル事務所 
  立原 佳和 所長 
  佐藤 真司 次長 
  佐々木 健太 所員 
  上村 美輪子 企画調査員 
  Luis Miguel VASQUEZ / Oficial de Programa 
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ウスルタン県

サン・ミゲル県

モラサン県
・Super Selectosが

東部4県で唯一取引
している組合（ペルキン市）

・家族農業開発センター(CEDAF)
PRODEMOROの拠点となっている

ラ・ウニオン県

サンサルバドル
・農牧省（MAG)
・Calleja Group (Super Selectos)

ペルキン

セソリ

ヌエバ・
グアダルベ

コンチャグア

ヌエバ・
エスパルタ

サンミゲル

オシカラ

サンフランシスコ・
ゴテラ

サンタ・
エレナ

ウスルタン

ヒキリスコ

：CENTA普及所

地図

エルサルバドル概要
面積：21,040km2(四国よりもやや大きい）

人口：6,297,394人（2012年）
１人当たりGNI：3,580USD（2012年）
産業構造（対GDP比、2011年）

農業 12.7%
工業 27.0%
サービス業 60.2%

就労人口に占める農業従事者の割合：21.8%（FAO、2012年)
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３．プロジェクトサイト地図（東部地域 CENTA 普及所の所在地を含む）
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－ 39 －

４．プロジェクト実施体制図
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５．プロジェクト概念図
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 ・

東
部

地
域

C
E
N

T
A

普
及

所
の

普
及

員
（
b）

 ロ
ー

カ
ル

コ
ス

ト
  
 ・

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

人
件

費
、

旅
費

  
 ・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
務

所
・
研

修
施

設
等

の
光

熱
費

、
通

信
費

等
の

計
上

経
費

（
c
）
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

（
専

門
家

及
び

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
執

務
室

、
会

議
室

を
含

む
）
、

研
修

施
設

（
d）

 資
機

材

作
物

の
成

長
期

に
旱

魃
等

の
気

象
災

害
が

生
じ

な
い

。

2
-
1
　

農
牧

省
ア

グ
リ

ビ
ジ

ネ
ス

課
が

対
象

農
民

の
野

菜
生

産
状

況
と

栽
培

技
術

及
び

経
営

改
善

手
段

の
現

状
に

関
す

る
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
調

査
を

実
施

す
る

。
2
-
2
　

対
象

農
民

及
び

東
部

地
域

の
C

E
N

T
A

普
及

所
の

普
及

員
に

対
し

、
栽

培
技

術
及

び
経

営
改

善
手

段
に

関
す

る
研

修
を

実
施

す
る

。
農

牧
省

ア
グ

リ
ビ

ジ
ネ

ス
課

及
び

C
E
N

T
A

の
財

政
的

・
人

的
な

リ
ソ

ー
ス

が
持

続
的

に
確

保
さ

れ
て

い
る

。
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７．協議議事録（M/M）
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８．討議議事録（R/D）
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